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序     文 
 

日本国政府は、モザンビーク共和国（以下、「モ」国と略す）政府からの技術協力プロジェクト

の要請に基づき、「モ」国におけるジャトロファバイオ燃料の持続的生産に係る詳細計画策定調査

を行うことを決定しました。 

これを受け独立行政法人国際協力機構は、2010年 11月に農村開発部仲田参事役を団長とする詳

細計画策定調査団を現地に派遣しました。調査団は、本プロジェクトの内容、前提条件等につい

て、「モ」国政府関係者と協議、調査を行うとともに、プロジェクト内容案を策定しました。 

本報告書は、この詳細計画策定調査の結果、協議結果を取りまとめたものであり、今後の本プ

ロジェクト実施にあたり、広く関係者に活用されることを願うものです。 

ここに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心より感謝の意を表します。 

 

平成 23年 3月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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事業事前評価表（地球規模課題対応国際科学技術協力） 
 

１．案件名 

  国 名：モザンビーク共和国 

  案件名：モザンビークにおけるジャトロファバイオ燃料の持続的生産 

Sustainable Production of Biofuel from Jatropha in Mozambique 

２．協力概要 

（１）事業の目的 

モザンビーク共和国（以下、「モ」国と記す）は、79.9 万 km2の国土（日本の約 2.1 倍）

と約 2,140 万人（2007 年）の人口を有し、多様なエネルギー供給システムを必要としてい

る。「モ」国政府は、エネルギー源へのアクセス改善により、輸入総額の約 11％を占める石

油による国の財政負担軽減、また薪使用量の軽減及び土地荒廃の防止のため、バイオ燃料

の開発を重要課題のひとつととらえている。 

熱帯気候である「モ」国はバイオ燃料に使用するジャトロファ種子の生産に適している

と考えられ、2005年の政府承認により生産が開始され、2009年 3月に閣議で承認された｢バ

イオ燃料に係る国家戦略｣において国家的な生産及び活用の促進をめざしている。特に「モ」

国南部においてはジャトロファの生産とバイオ燃料への活用が期待されているものの、民

間企業も含めて科学技術力が十分ではなく、生産及び燃料化の試みは成功しているとはい

えない。 

「モ」国政府及び同国を代表する大学であるエドワルド・モンドラネ大学（Universidade 

Eduardo Mondlane：UEM）は、「モ」国に適したジャトロファの生産及びバイオ燃料の生成

をめざし、2009年 11月、わが国に科学技術協力プロジェクトの枠組みによる UEMと東京

大学との共同研究を要請した。本事業では、「モ」国の乾燥地域におけるジャトロファの適

合種の選定・栽培方法を確立し、バイオディーゼル燃料（Bio Diesel Fuel：BDF）及び固形

燃料の製造技術開発を行う。さらに経済性、安全性、環境影響を踏まえた評価を実施し、

CDM（Clean Development Mechanism；クリーン開発メカニズム）事業化につながる持続可

能なシステムの構築を目的としている。 

 

（２）協力期間 

2011年 4月～2016年 3月（60カ月） 

 

（３）協力総額（JICA側） 

約 3.0億円 

 

（４）協力相手先機関 

所管官庁：教育省 

協力相手先機関：UEM、ペトロモック社 

 

（５）国内協力機関 

研究代表機関：東京大学 

研究機関：金沢工業大学、久留米大学、日本植物燃料株式会社、社団法人アフリカ開発

協会 
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（６）裨益対象者及び規模、等 

本事業の受益者は、UEM 工学部、同理学部、同農業工学部の研究者 75 名、ペトロモッ

ク社の各研究者が挙げられる。 

３．協力の必要性・位置づけ 

（１）現状及び問題点 

「モ」国は石油を輸入に依存しており、輸入総額の 11％を占めるなど財政負担となって

いる。また、同国では多くの燃料（1次エネルギー消費の 80％）を薪炭に依存しているが、

その確保のために行われる森林伐採が大きな問題となっている。政府は石油輸入負担の軽

減と環境保全のため、ジャトロファを含めた再生可能なエネルギーの導入をめざしている。

「モ」国はジャトロファ栽培適地を約 330万 ha有するとされている。しかしながら、「モ」

国ではジャトロファ栽培について科学的な知見が蓄積されておらず、現在実施されている

大規模ジャトロファ事業においても、品種の開発や試験栽培を行っている段階であり、安

定した収量を達成していない状況である。また、多くの商業ベースのジャトロファ事業が

比較的条件の良い地域で実施されており、他の農産物と競合が少ない乾燥地での栽培に関

する研究は、民間企業で行うのは難しい状況である。そのため、現状でジャトロファの単

位面積当たりの収量増加を求めた場合には、その栽培用地において食用作物との競合が懸

念されている。 

また、ジャトロファを利用した BDFと固形燃料の安全性や BDF精製後の廃水処理につい

ては、「モ」国でほとんど研究されていないのが現状である。こうした問題への対応のため、

「モ」国におけるジャトロファの安定的生産とジャトロファ由来のバイオ燃料の効率的生

産による、ジャトロファの持続的活用に資する研究の実施が求められている。 

 

（２）相手国政府国家政策上の位置づけ 

化石燃料輸入によるインフレ上昇や貿易収支悪化、約 7％の安定した経済成長に伴うディ

ーゼル燃料を中心とした液体燃料への需要増加と価格上昇を受け、「モ」国政府は、2009年

5 月、「バイオ燃料政策戦略」を閣議決定し、液体燃料を代替するエネルギーとしてバイオ

燃料を本格的に導入する法的枠組みがつくられた。 

2009 年に策定された「エネルギーセクター戦略」においても、バイオ燃料のエネルギー

セクター戦略上の重要性に言及されており、エネルギー戦略の原則として「輸入燃料代替

のためにローカルエネルギー源の基礎としてバイオ燃料の持続的な生産を奨励する」こと

が掲げられている。同じく 2009年に策定された「新・再生エネルギー開発政策」では、バ

イオマスに関する政策が述べられており、伝統的な固形バイオマス（薪や木炭）について

は、高効率ストーブの利用、バイオマスのコージェネレーションやガス化、バイオマス残

渣の利用で固形燃料を生産し薪や木炭の消費の代替を行うなど、より効率的なエネルギー

システムを促進することが述べられている。 

こうした「モ」国の関連政策上、本協力はその方針に沿うものといえる。 

 

（３）他の援助機関の対応 

ドナーは政府のバイオ燃料政策策定への分析助言支援や、農村地域の活性化を目的とし

た小規模なジャトロファ栽培事業への支援、農業省傘下の農業促進センター（Centro de 

Promoção da Agricultura：CEPAGRI）を通したバイオ燃料に関する研究支援を行っている。

世界銀行は、2008 年、イタリア協力庁とともに「モ」国におけるバイオ燃料評価への資

金援助を行った。 

オランダ政府は、「モ」国におけるバイオ燃料のバリューチェーンプログラムを支援して

いる。また、オランダ系 NGOである FACT財団は、北部カーボデルガード州及び中部マニ
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カ州で小規模ジャトロファ事業を実施するとともに、ジャトロファに関する研究も同時に

行っており、農学的側面、害虫、播種前処理、経済性、炭素とエネルギーバランス、ディ

ーゼルエンジン改良、純ジャトロファ油を使用したディーゼルエンジンの影響等について

調査が行われている。しかし、民間企業によるバイオ燃料事業同様、科学的な検証には至

っていない。 

アメリカ系 NGOである TechnoServeは、「モ」国のココナッツ企業と提携してバイオディ

ーゼルの加工モデルをパイロットベースで実施している。 

また、EUがバイオマスに関する戦略策定への支援を行っている。 

 

（４）わが国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ（プログラムにおける位

置づけ） 

本事業は、「モ」国の乾燥地域に適合するジャトロファの栽培方法を確立し、バイオディ

ーゼル燃料生産システムを構築することにより、CO2の排出削減に寄与するとともに、新産

業の創出による地域住民の生活改善に寄与することを目的としており、適切な営農方法・

農業技術の指導・定着等の支援による農業生産性の向上、農民の生計向上・生活改善を行

うことを目的とする国別事業展開計画における「農業技術支援プログラム」との整合性が

認められる。 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１）協力の目標 

「モ」国の乾燥地域に適合するジャトロファの栽培、活用技術の確立とともに、ジャト

ロファの環境保全、環境改善への効果が科学的に実証される。 

 

（２）成果（アウトプット）と活動 

成果１．ジャトロファの優良品種が選定され、持続的な栽培方法が確立される。 

 

【活動】 

1-1. 年間降雨量 600mm程度の半乾燥地に適した品種の評価と選定を行う 

1-2. 栽培期間、栽培密度、育苗、施肥、剪定といった栽培方法の試験と評価を行う 

1-3. 無毒品種の栽培試験とその病害虫耐性と生産性の評価を行う 

 

【指標・目標値】 

・年間降雨量 600mm程度の現地の環境下において、耐乾性、耐病性、低毒性をもつ品

種が少なくとも X種、選定される 

 

成果２．ジャトロファ収穫技術が開発される。 

 

【活動】 

2-1. ジャトロファ栽培に伴う収穫技術の効率性、雇用創出効果を比較し、総合的に評

価する 

 

【指標・目標値】 

・適切な収穫技術が提案される 
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成果３．安全かつ効率的なジャトロファバイオ燃料変換技術が開発される。 

 

【活動】 

3-1. ジャトロファバイオ燃料の生産を実施する 

3-2. ジャトロファバイオ燃料の燃焼実験を実施する 

3-3. 従来型の洗浄技術や新たな精製技術によって発生する排水を分析する 

3-4. ジャトロファバイオ燃料の生産と使用における毒性を減少させる技術の開発を行

う 

3-5. ジャトロファバイオ燃料精製施設の適用実験を実施する 

 

【指標・目標値】 

・モザンビークの環境基準に適合した排水処理技術を開発する 

・精製、使用過程での毒性曝露を減じたジャトロファバイオ燃料生産技術が開発され

る 

 

成果４．残渣利用技術と生産過程の確立 

 

【活動】 

4-1. 剪定枝、残渣、グリセリンから固形燃料を生産する技術を開発する 

4-2. 固形燃料の燃焼実験を実施する 

4-3. ジャトロファ及び現地の農作物を対象として、残渣を用いた肥料の効果を評価す

る 

4-4. 人体や周辺環境に影響の少ない、残渣を用いた固形燃料と肥料の生産技術を開発

する 

 

【指標・目標値】 

・ジャトロファ残渣からの固形燃料生産技術が確立される 

・肥料の効果が科学的に立証される 

・生産、使用時の毒性物質への曝露が減じられた、残渣利用技術が開発される 

 

成果５．ジャトロファバイオ燃料及び肥料の適切な評価・管理手法が提案される。 

 

【活動】 

5-1. ジャトロファバイオ燃料の有害性評価が行われる 

5-2. ジャトロファバイオ燃料の生産工程における曝露評価が行われる 

5-3. ジャトロファバイオ燃料と肥料の使用時における曝露評価が行われる 

5-4. ジャトロファバイオ燃料の生産／使用に係る管理方法が検査される 

 

【指標・目標値】 

・ジャトロファバイオ燃料と肥料の使用リスクが評価され、管理方法が具体的に取り

まとめられる 

 

成果６．構築されたジャトロファバイオ燃料生産モデルの総合的な持続性が実証される。
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【活動】 

6-1. ジャトロファバイオ燃料のライフ・サイクル・アセスメント（エネルギーバラン

ス評価と分析、温室効果ガス削減効果の評価と分析、経済性評価）を実施する 

6-2. 土地利用の変化に係る環境影響評価を実施する 

6-3. 土壌炭素調査を実施する 

6-4. ジャトロファバイオ燃料の持続性評価を実施する 

 

【指標・目標値】 

・ジャトロファバイオ燃料のエネルギーバランスが判明する 

・ジャトロファバイオ燃料の温室効果ガス削減効果が判明する 

・ジャトロファバイオ燃料の経済性が判明する 

・ジャトロファの生産による土地利用変化の影響が評価される 

 

成果７．ジャトロファバイオ燃料生産の CDM事業化方法論が提案される。 

 

【活動】 

7-1. CDM事業の実現可能性評価を実施する 

7-2. CDM事業のモザンビーク以外の他のアフリカ諸国への適用可能性評価を行う 

 

【指標・目標値】 

・3つの CDM技法が提案される 

・モザンビークで開発された持続的なジャトロファバイオ燃料活用モデルが他のアフ

リカ諸国で適用されるための条件が提示される 

 

（３）投入（インプット） 

１）日本側（総額約 3.0億円） 

専門家派遣、供与機材、研修員受入れ、その他 

２）「モ」国側 

C/P人件費、施設・土地手配、その他 

 

（４）外部要因（満たされるべき外部条件） 

【プロジェクト目標達成のための外部条件】 

・大規模な旱魃や洪水が発生してプロジェクトの進捗を妨げない。 

 

【成果達成のための外部条件】 

・BDF製造施設の立地やジャトロファ栽培試験圃場が適切に確保される。 

５．評価 5項目による評価結果 

（１）妥当性 

以下の観点から、本事業実施の妥当性は高いと判断される。 

・「モ」国では、上記３．のとおり、石油輸入負担の軽減と自然環境保全を目的にバイオ燃

料の活用推進を政策的に進めており、本事業は相手国の政策ニーズに合致している。こ

れらの政策は、短期的には化石燃料の価格によりその進捗が左右されることが予想され

るが、長期的には化石燃料に対する代替燃料利用の方向性から、本事業の妥当性は高い。

・本事業は、ジャトロファ栽培での農学的な知見を提供するとともに、ジャトロファを利

用した BDFと固形燃料の安全かつ環境に配慮した提供など実用性のある活動が計画され



 

vi 

ていることから、協力の妥当性は高い。 

・試験栽培を行うマプト州マニサは、「モ」国内で森林減少が顕著な地域であり、本事業の

上位目標である樹木伐採の防止に貢献することと整合性がある。また、マニサは雨量

600mm 程度の乾燥地域であり、食糧生産との競合が低い乾燥地域であることから、ジャ

トロファ栽培技術の確立を目的とする本事業との整合性が高く、対象地域として妥当で

ある。 

 

（２）有効性 

以下の観点から、本事業の有効性は高いと判断される。 

・本事業は、「モ」国におけるジャトロファ栽培技術（アウトプット１）、バイオ燃料生産

技術（アウトプット２～５）、これらのアウトプットの持続可能性と拡張性を検証するア

ウトプット６～７によって構成される。そのため、乾燥地域におけるジャトロファ栽培

利用技術の構築による効果的な環境保全と改善というプロジェクト目標達成に対する有

効性が一体的に確保されている。 

・本事業は、ジャトロファ栽培とバイオ燃料の科学的知見を検証した上で事業化を評価す

るアプローチをとっており、リスクの大きいバイオ燃料開発への協力の方法として有効

である。 

 

（３）効率性 

本事業は、以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 

・本事業が利用するジャトロファの育種と試験栽培を行う圃場は、ペトロモック社が所有

するマプト州マニサと UEM が所有するマプト州ボアネに位置する圃場であり、「モ」国

で新たに土地利用権を獲得する必要がない。パイロット圃場は、研究機関が位置するマ

プトの近辺にあり、インフラが比較的整備されているため、圃場整備に必要な費用は、

類似プロジェクトと比較しても低い額となると予想できる。 

・土壌計測を行う実験室と BDFと固形燃料を検証する実験室は、既存の機材を最大限活用

して研究活動を実施することとしており、これに新たな供与機材を追加することによっ

て、より正確かつ効率的な土壌分析・安全性分析・成分分析等を行うことをめざしている。

 

 また、効率性の阻害・促進要因としては、以下の点が考えられる。 

・本事業は、ジャトロファ栽培の試験栽培が含められており、洪水や旱魃などの自然災害

が発生すると、プロジェクトの活動が一時的に中断される可能性がある。また、圃場で

の盗難防止や安定した水資源を確保する必要性から、圃場にはフェンス等を設置して、

盗難防止と機材の管理を行うことが望ましい。 

 

（４）インパクト 

本事業のインパクトは以下のように予測できる。 

・本事業は、「モ」国の乾燥地域においてジャトロファ栽培を科学的知見に基づいて研究す

るものであり、乾燥地域に適するジャトロファ個体の選抜と栽培技術の確立は、「モ」国

における乾燥地域のジャトロファ栽培の事業化に寄与することが期待される。農村地域

でのジャトロファ栽培の事業化は、雇用創出効果と地域住民の生活改善に貢献する。 

・安全で効率的な BDFの製造と固形燃料の開発は、「モ」国の BDF及び固形燃料の製造に

係る政策や規制への貢献が見込まれるとともに、本事業から得られた学術的成果が、論

文や国際セミナー発表を通して、持続的なバイオ燃料生産モデルの確立に寄与すること

が期待される。 
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・副産物として安全かつエネルギー効率の高い固形燃料が生産されることにより、これま

で薪炭等の家庭用燃料して伐採されてきた森林や樹木の伐採を減少させ、土地荒廃の防

止に貢献することが期待される。 

・ジャトロファを利用したバイオ燃料生産システムを構築することで、温室効果ガスの削

減への貢献が期待される。さらに、本技術をアフリカ各国へ適用する条件が明確にされ

ることにより、アフリカ諸国への本技術の普及が期待できる。 

・持続的なジャトロファ栽培方法の確立とバイオ燃料の生産システムの構築により、「モ」

国研究機関の研究者の能力構築と研修等を通じた人材育成が見込まれる一方、バイオ燃

料の事業化が実現することによって、わが国のエネルギー安定供給への貢献が期待され

る。 

 

（５）自立発展性 

本事業の自立発展性の見込みは、以下のように予測できる。 

・政策・制度 

「モ」国の中長期国家開発計画である「政府 5カ年計画（2010～2014年）」において、

バイオ燃料は農業とエネルギーセクターの優先事項として位置づけられており、加えて、

エネルギー戦略やバイオ燃料政策戦略において輸入化石燃料への依存を減らし代替エネ

ルギーとしてのバイオ燃料を推進することが明確に述べられていることから、本事業が

目標としている効果はプロジェクト終了後も持続する可能性が高く、政策面での支援が

期待できる。また、ジャトロファ試験栽培が終了する 2015年に「バイオ燃料政策戦略」

で描かれたバイオ燃料の実施フェーズが開始されることから、プロジェクト終了後の政

策的支援が持続する可能性が高い。 

 

・組織・財源 

本事業の実施機関である UEMは、ジャトロファ栽培とバイオ燃料の研究実績のある研

究機関であり、その役割はプロジェクト終了後も持続することが見込まれる。ただし、

本協力終了後の持続的な活動を担保するため、「モ」国教育省及び UEM に十分な予算措

置を求めていく必要がある。 

UEM農林工学部の人員配置については暫定的に確保されているものの、工学部の人員

配置については確認が取れていないため、各アウトプットの担当研究員の確認と担当者

による機材リストの確認を行い、作業の分担とオーナーシップを確保する努力が必要で

ある。UEMの実験室やペトロモック社の工場スペースを利用して研究活動を行うため、

プロジェクト終了後も既存の機材や設備を利用して活動が持続的に実施されることが予

想される。 

本事業では、UEM農林工学部が使用する圃場でジャトロファ栽培を行うため、プロジ

ェクト終了後も自らジャトロファ栽培研究を継続する可能性が高い。また、既にバイオ

ディーゼル事業を実施しているペトロモック社は、マプト州マニサでのジャトロファ栽

培の研究結果に基づいて事業化をめざしていることから、本事業で開発される技術を活

用して自ら発展させていくことが期待される。 

 

・技術力 

UEM工学部の教授と農林工学部の全教員はフルタイムで雇用されており、PhDや修士

の学位を取得している専門性の高い研究職員が揃っているため、本事業で得られる技術

を自ら発展させることが期待される。また、国立大学として、政府機関との連携や政策

策定への助言を行う一方、民間事業と共同で研究を行っていることから、本事業の研究
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結果をバイオ燃料政策に反映させることや、ジャトロファ事業への技術の普及が期待さ

れる。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

【環境への配慮】 

・本事業では乾燥地でのジャトロファ栽培方法及び、搾油後の残渣を用いた固形燃料の

開発を科学的に研究することにより、「モ」国で問題となっている薪炭用の森林伐採と

それに伴う林地の減少抑止に貢献する。 

・ジャトロファは毒性をもつため、本事業ではその活用時に周辺環境や人体に対する影

響を減じるための研究を実施する。 

 

【貧困削減】 

・ジャトロファから生産可能なバイオ燃料を開発することにより、石油燃料に代わる燃

料の供給が可能となり、また、上記５．（４）のとおり農村部での新たな雇用創出効果

が見込まれることから、貧困削減に資する。 

 

【ジェンダー】 

・特段の配慮要因はない。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

先行する他国の SATREPS事業の中間レビューや終了時評価を踏まえ、各機関の調整方法

や研究成果の社会還元の進め方など、プロジェクト実施上の留意点を本事業に反映させる。

８．今後の評価計画 

・中間レビュー  2013年 9月頃 

・終了時評価   2015年 10月頃 
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第１章 詳細計画策定調査の概要 
 

１－１ 調査の背景・経緯 

モザンビーク共和国（以下、｢モ｣国と記す）は、79.9万 km2の国土（日本の約 2.1倍）と約 2,140

万人（2007 年）の人口を有し、多様なエネルギー供給システムを必要としているが、南北に長い

地形の影響もありエネルギー源へのアクセスは限られている。｢モ｣国政府は、エネルギー源への

アクセス改善による経済振興及び教育・医療等の社会サービスの促進、輸入総額の約 11％を占め

る石油による国の財政負担軽減、また薪使用量の軽減及び土地荒廃の防止のため、バイオ燃料の

開発を重要課題のひとつととらえている。 

熱帯気候である｢モ｣国はバイオ燃料に使用する種子の生産に適していると考えられ、特に｢モ｣

国南部においてはジャトロファの生産とバイオ燃料への活用が期待され、2005 年の政府承認によ

り生産が開始された。しかし、科学技術力の不足により、生産及び燃料化の試みは成功している

とはいえず、2009 年 3 月に閣議で承認された｢バイオ燃料に係る国家戦略｣において国家的な生産

及び活用の促進をめざしている。 

｢モ｣国政府及び｢モ｣国を代表する大学であるエドワルド・モンドラネ大学（Universidade Eduardo 

Mondlane：UEM）は、｢モ｣国に適したジャトロファの生産及びバイオ燃料の生成をめざし、2009

年 11 月にわが国に、科学技術協力プロジェクトの枠組みによる UEM と東京大学との共同研究を

要請した。本プロジェクトでは、｢モ｣国の乾燥地域におけるジャトロファの適合種の選定・栽培

方法を確立し、バイオディーゼル燃料（Bio Diesel Fuel：BDF）及び固形燃料の製造技術開発を行

う。さらに経済性、安全性、環境影響を踏まえた評価を実施し、CDM（Clean Development 

Mechanism；クリーン開発メカニズム）事業化につながる持続可能なシステムの構築をめざすこと

としている。 

本調査は、｢モ｣国政府からの協力要請の背景、内容を確認し、先方政府関係機関との協議を経

て、協力計画を策定するとともに、当該プロジェクトの事前評価を行うために必要な情報を収集、

分析することを目的として派遣された。 

 

１－２ 農業セクターに対するわが国及び JICAの援助方針 

「モ」国における貧困 MDG（絶対的貧困層の人口比率を半減）及び食糧安全保障 MDG（飢餓

に苦しむ人口比率を半減）の達成の鍵となるのが農業の動向である。全人口の 70％が居住する農

村部における就業者の 95％は農業に従事しているが、全農家の 96％が小規模家族農家であり、低

投入・低生産性の自給自足型農業を営んでいるため農家の収入は著しく低い。実際に、2006 年上

半期の農業生産は全体で 9.7％増加したが、商業としての農業が 22.4％の増加を示したのに対し、

自家消費が主となる家族農業については 8.6％と低くとどまっていることから、小規模農家の農業

生産性の向上と市場化が望まれる。 

わが国は、農民の生計向上に資する既存の技術普及体制の整備・強化・普及員の能力向上、農

民の組織化・体制強化、適切な営農方法・農業技術の指導・定着等の支援による農業生産性の向

上、農民の生計向上・生活改善を行うとともに、農業・農村開発の行政能力向上支援を行う。ま

た、アフリカ稲作振興のための共同体（Coalition for African Rice Development：CARD）の取り組

みを活用し、コメ増産支援を行っている。 
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１－３ 調査日程 

 
総括・研究総括・栽培技術・協力企画・

国内研究支援 
評価分析 

2010年 10月 21日  東京発 

2010年 10月 22日  
マプト到着、事務所打ち合わ

せ、大学表敬 

2010年 10月 23日  資料整理 

2010年 10月 24日  資料整理 

2010年 10月 25日  
関連省庁（教育文化省、科学技

術省）調査 

2010年 10月 26日 

 

 

 

エドワルド・モンドラネ大学調

査〔方針、組織、予算、（研究

能力）〕 

2010年 10月 27日 

 
 

大学調査（実施体制、C/P、役

割分担） 

2010年 10月 28日  エネルギー省、ペトロモック社

2010年 10月 29日 

 
 

関連省庁調査（農業省、エネル

ギー省：政策確認等） 

2010年 10月 30日 JICA、研究者、JST団員出発 機材調査 

2010年 10月 31日 マプト到着、JICA事務所、（大使館表敬）資料整理 

2010年 11月 1日 

 

 

エドワルド・モンドラネ大学、関連省庁

（教育文化省）表敬&聞き取り（ラボ確

認、研究内容詳細確認） 

育種&栽培圃場候補地関連調査

2010年 11月 2日 

 

ペトロモック社、エネルギー省聞き取り

農業省研究所訪問（育種圃場確認） 

関連省庁調査（農業省、エネル

ギー省：政策確認等）続き 

2010年 11月 3日 

 

ジャトロファ栽培圃場候補地確認、その

他調査（機材調達方法等） 
関連他ドナー、NGO等調査 

2010年 11月 4日 M/M協議 

2010年 11月 5日 M/M協議、署名（大学）、大使館、JICA事務所報告 

2010年 11月 6日 マプト発 補足情報収集 

2010年 11月 7日 東京着 補足情報収集 

2010年 11月 8日  補足情報収集 

2010年 11月 9日  補足情報収集 

2010年 11月 10日  マプト発 

2010年 11月 11日  東京着 
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１－４ 団員構成 

分 野 氏 名 所 属 

総 括 

 

仲田 俊一 

 

独立行政法人国際協力機構（JICA） 

農村開発部 参事役 

研究総括 芋生 憲司 東京大学大学院農学生命科学研究科教授 

栽培技術 合田 真 日本植物燃料株式会社 代表取締役 

評価分析 阿部 晶子 日本工営株式会社 副参事 

協力企画 

 

大嶋 健介 

 

独立行政法人国際協力機構（JICA） 

農村開発部 乾燥畑作地帯課職員 

国内研究支援 

 

林 欣吾 

 

独立行政法人科学技術振興機構（JST） 

国際協力室 研究員 
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第２章 協議概要 
 

 調査期間中、「モ」国側と協議の結果、合意した協力概要は以下のとおり。 

上位目標（2025年） 

土地荒廃の緩和、温室効果ガス排出量の減少、住民の生計向上に貢献する、持続的バイオ燃

料生産モデルが確立する。 

プロジェクト目標（2015年） 

「モ」国の乾燥地域に適合するジャトロファの栽培、活用技術の確立による、環境保全、環

境改善への効果が科学的に実証される。 

アウトプット（成果） 

１．ジャトロファの栽培技術 

耐乾性、収量、耐病虫害性、毒性等を評価して総合的に現地の条件に適合した品種を選

定し、それを安定して栽培する方法を確立する。 

２．残渣利用技術 

残渣の固形燃料化技術を開発し、また、残渣の肥料効果を確認する。 

３．環境及び健康影響を含む安全性評価 

BDF及び固形燃料の安全性、曝露評価が行われ、適切なマネジメント手法が提案される。

４．収穫技術・変換技術 

ジャトロファ栽培に伴う収穫技術の効率性、雇用創出効果を比較し、総合的に評価する。

５．BDF生産技術 

安全かつ効率的な変換技術が開発され、BDF 生産工程における排水の、健康、環境への

負の影響を避ける適切な処理が行われる。 

６．プロジェクト評価／環境影響評価 

構築されたジャトロファバイオ燃料生産モデルの総合的な持続性が実証される。 

７．CDM事業化方法論の開発 

ジャトロファバイオ燃料生産の CDM事業化方法論が提案される。 

 

また、調査によって確認された先方との合意事項、継続検討事項は以下のとおり。 

①科学技術協力の枠組みに係る合意： 

当プロジェクトが科学技術協力の枠組みの下に行われることに合意を得た。 

②研究代表機関間の覚書に係る合意： 

UEM 及び東京大学の間において当協力による知的所有権などを規定した覚書を、R/D 署名

前までに締結することで合意した。 

③協力成果の活用： 

当プロジェクトの成果の将来的な「モ」国での活用の点から、同国エネルギー省及び農業

省との成果の共有、連携について合意した。 

④試験圃場の確保：  

当プロジェクトでの栽培、育種のための試験圃場をマプト州マニサに得ることを合意した。 

⑤各活動項目への C/Pの確保： 

各活動項目に対して「モ」国側 C/P代表者が指名された。 

⑥供与機材の検討： 

現時点では、活動に必要と考え得る機材のロングリストを作成し、日・モ研究者間の検討
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を経て、R/D署名までに供与機材の優先順位づけを行うことで合意した。 

⑦協力関係機関の確認： 

プロジェクトの円滑な実施のため、エネルギー省及び農業省が合同運営委員会（Joint 

Steering Committee：JSC）に参加することを合意した。 

⑧業務調整員について： 

今回の調査では、プロジェクト開始後の業務調整員の派遣とその執務スペースの UEM内の

提供に合意が得られなかった。先方は、業務調整員の業務量が多くないと認識しており、日

本人を長期派遣するよりも同様の業務を「モ」国人スタッフで行うことで対応したい由。今

後、R/D署名までに業務調整員の業務を再度双方で確認し、派遣するか否かを協議することと

なった。 
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第３章 協力分野の現状と課題 
 

３－１ 「モ」国政府のエネルギー、環境、農業分野における関連政策、計画 

1992年に内戦が終結した後の「モ」国は、目覚ましい経済成長を遂げており、1994年から 2008

年までの年平均成長率は 7.5％を記録している。しかしながら、「モ」国の貿易収支は、内戦終了

後から GDP 比 10％程度の赤字が続いている1。モザール等のメガ・プロジェクトは原材料や資本

財を輸入している一方、南アフリカやインド、中国からの安い生活用品や食糧が流入しており、

国内産業は激しい競争にさらされている。2007～08 年の食糧危機と石油価格高騰により貿易赤字

は再び増加し、2009年の貿易赤字は約 16億ドルとなった（図３－１）。 

「モ」国の 2009年の燃料輸入は、全輸入の約 18％であり、貿易赤字の主な原因となっている（図

３－２）。消費者物価指数（インフレ率）は、2006年の食糧価格と石油価格の高騰により、13.2％

と上昇した。インフレ上昇の要因である化石燃料の輸入は、2009 年に 583 百万ドルに達し、石油

に大きく依存している「モ」国では、石油価格の高騰がインフレ率の上昇の大きな原因となって

いる。外国投資が増加している一方で国内産業の発展が遅れているため、国内市場では軒並み需

要が供給を上回っており、生活用品やホテル宿泊費等は比較的高い傾向にある。特に、2008 年の

リーマンショックに起因する 1 次産品の価格下落（特にアルミニウム）により輸出が鈍化すると

対ドル為替レートが悪化し、比較的安定していたメティカル（Mt）通貨が安く推移している。2008

年はおおむね 1ドル 24メティカルの水準であったが、2010 年には 1ドル 36 メティカルまで下落

し、生活用品を輸入に依存している首都圏では、特に物価高を感じている人々が多く、2010 年 9

月には、食糧価格とエネルギー価格上昇に反対する暴動が起き、多数の死傷者が出た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：INE, “Statistical Yearbook 2006, 2007, 2008, 2009” 

図３－１ 「モ」国の貿易収支  図３－２ 「モ」国の輸入（2009 年）

 

「モ」国におけるエネルギー生産、供給、消費を表３－１に示す。1次エネルギー供給において

は、バイオマスと廃棄物が 7,343 千 t と全体の約 80％を占めており、続いて水力（15％）、石油燃

料（7％）、ガス（1％）となる。バイオマスの占める割合が多いのは、農村地域で薪や木炭を中心

                                                        
1 World Development Indicator 2010 
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にエネルギーが生産・消費されていることを示し、所得が高い都市部では電力や石油関連燃料が

消費されている。 

 

表３－１ 「モ」国のエネルギーバランス（2007年） 

〔単位：1,000TOE、純カロリー（熱量）値ベース〕 

 
石炭 石油製品 ガス 水力 

地熱、太

陽光等 

可燃再生

と廃棄物* 
電力 総計 

生産 14 0 2246 1381 0 7343 0 10985

輸出 -13 0 -2159 0 0 0 -1017 -3189 

輸入 0 735 0 0 0 0 712 1447 

総 1 次エネルギー

供給 
5 637 87 1381 0 7343 -305 9150 

統計差異 0 -12 -57 0 0 0 -82 -151 

電力プラント 0 -1 -2 -1381 0 0 1383 -2 

その他転換 0 0 0 0 0 -1706 0 -1706 

自己使用 0 0 0 0 0 0 -12 -12 

配電ロス 0 0 0 0 0 0 -190 -190 

総最終消費 5 625 27 0 0 5638 793 7088 

産業セクター 5 91 27 0 0 586 666 1376 

運輸セクター 0 458 0 0 0 0 0 458 

その他セクター 0 67 0 0 0 5051 127 5246 

注）*可燃再生と廃棄物は、バイオマスと廃棄物から成り、薪、野菜廃棄物、エタノール、廃液、動物廃棄物等を含む。 

出典：International Energy Agency 

 

このバイオマスの消費は、森林で計測すると約 30.6 百万 ha となり、「モ」国の森林・その他樹

木面積（54.8百万 ha）の約 56％を占めている。「モ」国の森林面積を図３－３に示す。「モ」国の

森林面積は 40.1 百万 ha、その他樹木面積は 14.7 百万 ha であり、森林面積が最も多いのはニアサ

州の 9.4百万 ha、森林面積が最も少ないのはマプト州の 0.8百万 haである。「モ」国では、年間約

219,000haの森林・樹木が減少しており、森林減少率は 0.58％である。森林減少率が最も少ないの

はニアサ州（0.22％）であるに対して、森林減少率が最も大きいのはマプト州の 1.67％である2。 

                                                        
2 Ministry of Agriculture, National Forestry Inventory 2007 
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出典：Ministry of Agriculture, National Forestry Inventory 2007 

図３－３ 「モ」国の森林面積 

 

イタリア協力庁が支援した WISDOM Mozambique（Woodfuel Integrated Supply/Demand Overview 

Mapping：木材燃料統合需給概観マッピング）における木材燃料需給バランスを表３－２と図３－

３に示す。この木材燃料需給に係る調査は、FAO によって他のアジア・アフリカ地域でも実施さ

れており、人口統計、居住域や道路へのアクセス可能性、土地利用等に基づいて木材燃料需給を

計測している。「モ」国国内のアクセス可能な木材ストックは 46.9百万 t、木材燃料消費は 14百万 t

であり、「モ」国全体としては需給バランスが保たれているが、図３－３で示されているように、

市街地域近郊では木材燃料需給のローカルバランスがマイナスとなっている地域があり、特に、

マプト市のローカルバランスは 921千 tのマイナスと、木材燃料消費が木材ストックを上回ってい

る。本プロジェクトのジャトロファ試験栽培を予定しているマプト州マニサにも木材燃料のロー

カルバランスがマイナスとなっている地域があり、木材燃料への需要が大きいことが示されてい

る。一方で、エネルギー省データによると、薪や木炭の木材燃料ストックは約 22 百万 t、そのう

ち年間 14.8百万 tを消費していると見積られており、WISDOMデータよりも深刻な木材燃料の需

給バランスが示されている3。 

 

                                                        
3 Ministry of Energy, Estratégia do Sector de Energia, 2009 
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表３－２ 木材燃料の需給バランス 

（単位：千 t） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：WISDOM Mozambique 

図３－３ 木材需給のローカルバランス 

 

州 
物理的にアクセス可能

な木材ストック 
居住・商業による消費 ローカルバランス 

ニアサ 6,977 749 6,228 

カーボデルガード 4,851 1,079 3,772 

ナンプラ 5,855 2,755 3,131 

ザンベジア 7,862 2,526 5,336 

テテ 4,188 1,114 3,074 

マニカ 4,594 937 3,657 

ソファラ 3,753 1,184 2,569 

イニャンバネ 4,294 890 3,405 

ガザ 3,382 863 2,519 

マプト 1,124 924 200 

マプト市 11 982 -971 

計 46,921 14,003 32,921 
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「モ」国のエネルギー発電は、主にテテ州のカホラバッサの水力発電（2,075MW 許容能力）を

主たる発電源としているが、その多くは隣国の南アフリカに 535kV 直流送電線により輸出し、そ

の後、南アフリカから首都マプトへ 110kV 線によってエネルギーを逆輸入している。カホラバッ

サ水力発電所の発電量は 2006年で 14,105GWhであり、このうち 1,800GWhを「モ」国の電力公社

である EDMが購入し国内に配電している。2008年の「モ」国のエネルギー需要は、約 350MW（モ

ザールでの需要約 1,000MW を除く）であり、カホラバッサ水力発電所にて発電された電力約

300MW を南アフリカ経由で輸入している。エネルギー省では、「モ」国におけるエネルギー需要

増加を年 6％として計測しており、2013年には 560MWの、2030年には 1,352MWの需要が見込ま

れている4。 

現在、「モ」国には石油精製所が存在していないため、すべての液体燃料を輸入している5。「モ」

国における液体燃料市場の構成（2009 年）を図３－４に示す。ディーゼルが 509,408m3と液体燃

料の 66％を占め、ガソリンが 177,599m3と約 23％である。石油輸入公社の IMOPETROが液体燃料

を輸入し、「モ」国で操業している 9 石油流通業者に液体燃料を販売している。「モ」国の石油流

通業者大手は、石油公社のペトロモック社（本プロジェクトの共同研究機関）と国際メジャーの

BPであり、2社だけで全国 250ガソリンスタンドの 139を占める。ペトロモック社の 2009年のデ

ィーゼル燃料の販売量は、189,523m3であり、市場の約 37％を占めている（表３－３）。「モ」国国

内のディーゼル燃料販売量は、2005 年以降急激に伸びており、2005 年は 388,473m3であったが、

2009年には 509,408m3となり、4年間で 31％の伸び率となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：Petromoc Data 

図３－４ 液体燃料市場（2009年） 

 

                                                        
4 Ministry of Energy, （2009） “Estratégia do Sector de Energia” 
5 ナンプラ州ナカラにて、アメリカ企業が 55億ドルを投資して石油精製所を建設する計画がある。 
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表３－３ 国内石油卸会社別のディーゼル燃料販売量（2005～2009年） 

（単位：m3） 

 BP Chevron Engen Exor Petrogal Petromoc Pess Total Moz 総量 

2005 78,467 14,928 18,649 - 48,749 131,129 18,795 77,756 388,473

2006 77,574 14,447 19,304 - 53,791 128,117 21,221 62,468 376,922

2007 86,304 14,171 20,816 573 56,384 144,804 27,861 70,597 421,510

2008 85,328 12,546 22,639 815 51,357 149,323 37,404 68,856 428,268

2009 89,921 14,949 20,971 2,489 63,344 189,523 47,672 80,539 509,408

％

（2009） 
18％ 3％ 4％ 0％ 12％ 37％ 9％ 16％  

出典：Petromoc Data 

 

液体燃料価格の動向を図３－５に示す。2002 年 1 月のディーゼル燃料価格は 8メティカル/ℓ で

あったが、その後、2005 年からのディーゼルへの需要の増加に伴い、ディーゼル燃料価格も急激

に上昇している。原油価格が下落した 2009 年 3 月、「モ」国政府は、液体燃料価格を固定し、ガ

ソリンは 23.1 メティカル/ℓ、ディーゼルは 22.45 メティカル/ℓ、灯油は 15.58 メティカル/ℓ、LPG

は 40.93 メティカル/kg となった。しかしながら、その後原油価格が高騰したにもかかわらず、政

府は固定価格を維持することを決定し、石油流通会社に差額分を補助することになった。この補

助金のため、政府は 100百万ドル以上を支払ったといわれている。2009年 10月の大統領選挙が終

わり、2010年 3月には、液体燃料への補助金を段階的に終了すると発表した。2010年 3月、液体

燃料価格はガソリンは 26.57メティカル/ℓ、ディーゼル燃料は 24.70メティカル/ℓに引き上げられ、

その後、段階的に上昇し、2010 年 8 月には、ガソリンは 40.00 メティカル/ℓ、ディーゼル燃料は

30.98 メティカル/ℓ まで上昇している。2010 年 3 月のディーゼル燃料価格（24.70 メティカル/ℓ）

のうち、CIF価格（運賃保険料込価格）は 16.67メティカル/ℓ、燃料税は 4.27メティカル/ℓである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：Petromoc data 

図３－５ ガソリンとディーゼル燃料の価格推移 
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化石燃料輸入によるインフレ上昇や貿易収支悪化、約 7％の安定した経済成長に伴うディーゼル

燃料を中心とした液体燃料への需要増加と価格上昇を受け、「モ」国政府は、2009 年 5 月、「バイ

オ燃料政策戦略」を閣議決定し、液体燃料を代替するエネルギーとしてバイオ燃料を本格的に導

入する法的枠組みがつくられた。この「バイオ燃料政策戦略」は、2007 年に世界銀行とイタリア

協力庁の支援で実施されたベース・スタディ6の結果に基づき、エネルギー省と農業省が策定した

ものである。ベース・スタディでは、土地、水、気候、SADC（Southern Africa Development Community；

南部アフリカ開発共同体）地域における地政学的位置という点において、「モ」国のもつ潜在可能

性を評価したところ、不安定な国際原油価格への対応のほか、以下のとおりバイオ燃料生産の利

点が評価された（戦略の詳細は次項記載）。 

 ①化石燃料の代替による貿易収支の改善と対外依存の減少 

 ②農業とアグロ・インダストリーによる雇用の創出 

 ③モノカルチャーからの脱却と収入を得た農民が他の農産物を生産する可能性 

 ④既存インフラの活用（港湾、鉄道、道路、パイプライン、ガスパイプライン）と倉庫や運輸

設備等の新たなインフラ整備 

 ⑤バイオ燃料の生産に適する水資源と気候の活用、大部分は国内消費と輸出 

 ⑥SADC地域市場の機会を活用 

 ⑦大統領自らが牽引したジャトロファ栽培に証明される現政権の高いコミットメント 

 ⑧農民が自らが必要とするエネルギーと輸出作物を生産する機会を提供 

 ⑨研究拠点の整備 

 

2009 年に策定された「エネルギーセクター戦略」においても、バイオ燃料はエネルギーセクタ

ー戦略の重要な部分であると述べられており、エネルギーセクター戦略の原則として「輸入燃料

代替のためにローカルエネルギー源の基礎としてバイオ燃料の持続的な生産を奨励する」ことが

掲げられている。同じく 2009年に策定された「新・再生エネルギー開発政策」では、バイオマス

に関する政策が述べられており、伝統的な固形バイオマス（薪や木炭）については、高効率スト

ーブの利用、バイオマスのコージェネレーションやガス化、バイオマス残渣の利用で固形燃料

（briquetes）を生産し薪や木炭の消費の代替を行うなど、より効率的なエネルギーシステムを促進

することが述べられている。バイオマスに関する戦略は、現在、EUの支援により作成されている。 

一方で、食糧生産との競合を避けるため、農業省では、バイオ燃料のポテンシャル地域を指定

し、食糧戦略との調和を図っている。このバイオ燃料のポテンシャル地域を指定するランドマッ

ピングは、土壌と気候からバイオ燃料の栽培に適した地域を指定する 1：1,000,000 の地図である

が、「バイオ燃料政策戦略」で述べられているバイオ燃料の栽培地域を指定したものではない。栽

培地域を指定するものは、ザンベジア州でのみ 1：250,000 スケールで作成されている。全国レベ

ルで栽培地域を指定するランドマッピングは 4 年後に完成される予定である。また、バイオ燃料

が食糧生産と競合するかどうかを確認するため、2007 年にベース・スタディを実施した結果、キ

ャッサバはエネルギー作物として除外され、バイオエタノールではサトウキビとスイートソルガ

ム、バイオディーゼルではジャトロファとココナッツが「モ」国におけるエネルギー作物として

指定された。2006 年にバイオ燃料事業を開始してから、既に 12,000,000ha の土地をバイオ燃料事

                                                        
6 Ministry of Agriculture and Ministry of Energy, 2008, “Mozambique Biofuels Assessment” 
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業として使用したいという申請〔土地利用権（Direito de Uso e Aproveitamento de Terra：DUAT）〕

があったため、「モ」国政府は DUATの許可については慎重に行っている。 

2010年 4月、「モ」国政府は今後の経済開発の指針となる「政府 5カ年計画（2010～2014年）」

を発表した。この中で、農業セクターの優先事項のひとつとしてバイオ燃料戦略の実践が掲げら

れており、また、新・再生エネルギー事業の優先事項として、バイオ燃料の国内市場設立の促進

とバイオ燃料生産の促進が述べられている。 

 

３－２ 「モ」国におけるジャトロファ BDF関連政策、計画 

「モ」国におけるジャトロファを含めたバイオ燃料については、2009年に策定された｢バイオ燃

料政策戦略｣にバイオ燃料戦略の枠組みや実施計画が述べられている。本戦略では、ジャトロファ

は、ココナッツとともに、食糧生産と競合しないバイオディーゼルのエネルギー作物として評価

され、バイオディーゼルの第 1 優先作物として掲げられている。特に、第 5 章の実施計画と行動

計画において、具体的なバイオ燃料の計画が述べられている。第 5章の概略は以下のとおり。 

 

5.1）バイオ燃料戦略の実施のため、以下の法律を形成する。 

a）再生可能エネルギー法 

ⅰ）「モ」国の運輸セクターにおけるエタノールとバイオディーゼルの混合比率を規定する

法律 

ⅱ）バイオ燃料法 

・ガソリンとディーゼル燃料へのバイオ燃料混合の段階的実施期間 

・バイオ燃料買い取りプログラム（PCB）の規制的枠組み 

・現在政府が定期的に公表している燃料価格構成にバイオ燃料を組み込む規格 

・バイオ燃料と混合燃料に適用する燃料税（Taxa Sobre os Combustíveis：TSC）から得られ

る基金を創設。この基金は、セクターの発展を支援するバイオ燃料開発国家プログラム

（PNDB）の創設に使用される。 

・一般的戦略の実施を調整する国家バイオ燃料委員会（CNB）の構成 

・バイオマス残留物から発電するエネルギー、特に、サトウキビから得られるコージェネ

レーションにおける料金規制 

・バイオ燃料プロジェクトの DUAT7認可の指示 

ⅲ）持続的な環境社会のためのバイオ生産の基準を規定 

b）国家規格の定義 

ⅰ）バイオ燃料の質 

ⅱ）バイオ燃料製品の認可 

c）地域的調整の協定 

ⅰ）バイオ燃料の共通規格の設立、域内で使用する混合割合の調整 

ⅱ）持続可能性基準の共通取組みの設立 

ⅲ）域内でのバイオ燃料開発を調整する構造 

 

5.2）バイオ燃料戦略の関係者の役割 

5.2.1）政府 

a）適切な政策の形成と協力を管理  

                                                        
7 土地コンセッション認可のこと。 
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b）「モ」国におけるバイオ燃料産業の発展を促進 

c）戦略で確定した新しい法的・規制的枠組みで規定された責務を履行 

d）セクターに関する情報を収集、処理し、全関係者に提供 

e）持続的基準と国家規格の開発を方向づける 

f）TSCから得た財源をバイオ燃料開発国家プログラムに配分 

g）制度的弱点・限界を割り出し、技術的支援を提供する 

h）投資家と調整して、農村コミュニティのプロジェクトを支援する 

i）コミュニケーションと透明性の確保 

j）バイオ燃料に関する国家研究機関の設立 

5.2.2）市民社会 

a）政策形成に参加 

b）バイオ燃料プロジェクトの準備と開発（プロジェクト促進者との交渉）におけるコミュ

ニティ支援 

c）バイオ燃料の原料に関する調査の実施と分析 

d）持続性基準の開発への参加、グッド・プラクティスの情報発信 

5.2.3）小規模生産者（農民を含む） 

a）農業ゾーニングに考慮しながらバイオ燃料の原料を生産 

b）農産物の質を保証するため、市場で要求される基準の生産方式を適用すること 

c）バイオ燃料の開発に関連するその他課題に対応する能力を展開 

d）開発参加のモニタリングと評価のメカニズムを確立する 

5.2.4）民間セクター（公社を含む） 

 すべての規制要件を履行し、バイオ燃料の持続的生産のため規定した基準を順守すること

5.2.5）教育機関 

a）中長期的なバイオ燃料セクターの発展を可能にするため、資格のある労働者を形成 

b）バイオ燃料生産開発に不可欠な技術能力の発展を支援。従来のバイオ燃料生産から第 2

世代のバイオ燃料を含む、バイオ燃料原料の新品種の開発を含む 

c）土着品種を含む新しいエネルギー原料の調査 

5.2.6）国際協力パートナー 

 財政的支援や技術・行政的支援への協力 

 

5.3）行動計画 

a）バイオ燃料の需要 

－「モ」国におけるバイオ燃料産業の発展を保証するための適切なメカニズムを確立する 

－TSC等の方式を変更する法の整備 

－エネルギーのコージェネレーションに関する法の整備 

－バイオ燃料の持続性基準の準備 

－SADC諸国間と地域的合意の確立への寄与 

b）バイオ燃料の提供 

－パートナーとの技術協力プログラムの確立 

－段階的導入計画の予測に応じて、バイオ燃料の流通を確保するメカニズムを採用 

c）価格決定のメカニズム 

－PCB（の入札のための）作業マニュアルを形成 

－価格決定の方法を設立 

d）環境社会インパクトの管理 

－持続性基準の開発 
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e）制度的枠組み 

－CNBの創設 

－バイオ燃料開発国家プログラムの設立 

－バイオ燃料買い取りプログラムの設立 

－認証サービスの履行機関の権限基準を準備 

f）ソーシャル・キャピタルの形成 

－認証サービスの履行機関の設立への支援 

－バイオ燃料の品質規格の開発 

－フレックス・フューエル車の輸入に向けた仕様書を開発 

 

5.4）バイオ燃料開発国家プログラムのプライオリティ 

 バイオ燃料開発国家プログラムは、エネルギーセクターを管轄する主体に本部を置き、「モ」

国におけるバイオ燃料の生産能力開発を支援する財源を配分し、支出を監査・評価する。特定

のプライオリティは、以下のとおり。 

－フレックス・フューエル車の導入プログラム 

－ジェルフューエルの導入プログラム 

－小規模なバイオ燃料生産プロジェクト 

－教育訓練プログラムへの基金 

－地方インフラの改善プロジェクトへの基金 

－バイオ燃料の品質と認証のための試験所 

－新品種と技術の研究開発（エネルギー原料の供給を拡大する土着品種の研究含む） 

 

5.5）スケジュールと目標 

－パイロットフェーズ：PCBが国内生産者に対するバイオ燃料買い取りを開始する。2009～

2015年に展開 

－実施フェーズ：バイオ燃料セクターの強化、高レベルの混合比率に到達する。2015年以降

－拡大フェーズ：2011年以降、混合燃料と高比率のエタノール（E75とE100）及びバイオデ

ィーゼル（B100）に分けた／並行した流通網の発展 

 

現在、CNB の創設を含むバイオ燃料の制度的枠組みを規定する法律を作成し、閣議での承認を

待っている状況である。新しい組織をつくることになるため、12 月に新しい組織の設立に関する

評価を行い、その後、来年 1～2月には CNBが承認される予定である。CNB が、バイオ燃料開発

国家プログラムやバイオ燃料買い取りプログラムを策定することになる。バイオ燃料の混合比率

等を規定するバイオ燃料混合比率規則（Regulamento Sobre Mistura de Biocombustivel）も既に作成

されており、閣議に提出されている。バイオディーゼルについては 5％混合（B5）、バイオエタノ

ールについては 10％混合（E10）を予定している。バイオ燃料の持続性基準についてもドラフトを

作成し、ステークホルダーとの公開協議を行っている。バイオ燃料の規格に関する法律について

も、エネルギー省でドラフトを作成している。 

「バイオ燃料政策戦略」では、バイオ燃料事業で利用できる土地を区分する農業ゾーニングを

行うことで、農業生産等との競合を避けることとしている。この農業ゾーニングは、農業省傘下

のモザンビーク農業研究所（IIAM）、国家森林土地局、農業促進センター（CEPAGRI）が共同で作

成しており、IIAMが農業気候分析を担当し、国家森林土地局が土地利用可能分析を担当している。

第 2 回ゾーニングは 1：1,000,000のスケールで作成され、現在、ザンベジア州で 1：250,000 スケ

ールでのゾーニングが作成されている。第 2 回ゾーニングで示された利用可能な土地（バイオ燃
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料用の土地を含む）を図３－６に示す。農業ゾーニングにおいては、森林地域（54.4％）、居住域

や耕作地（11.64％）、保護地域や土地コンセッション等の土地（25.37％）を除き、利用可能な土

地を指定している。移動耕作の土地を含めると、利用可能な土地は国土の 28.4％（18,986,400ha）、

移動耕作の土地を除くと国土の 17.3％（12,016,800ha）となる。 

この利用可能な土地に基づいて、土壌や気象条件等を考慮してジャトロファ栽培のポテンシャ

ル地域を示したのが図３－７である。この図で示された土地は、「バイオ燃料政策戦略」で述べら

れたジャトロファ栽培を指定する地域とは異なることに留意する必要がある8。小規模農家が焼畑

を行う耕作地を保護地域とし、かつ、灌漑を用いない場合、ジャトロファ栽培の比較的適地は

3,294,000haであり、ジャトロファ栽培の限界地域（marginally suitable land）は、3,620,000haであ

る。ゾーニングで使用した土壌条件データは FAO分類データを使用しており、気象条件データは

湿度条件（乾燥、半乾燥、湿潤等）のみを使用しているため、詳細にジャトロファの土壌・気象

条件を分析したものではないこと（適地、不適地の条件が示されていないなど）、雨量など他の気

象条件を考慮していないことが指摘されるため、この図で示したポテンシャル地域については留

意する必要がある。この図のスケールでは詳細な分析はできないが、本プロジェクトで使用する

マプト州マニサの圃場は、ジャトロファ栽培の限界地域に位置すると思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：Zoneamento Agrário do País, 2008 

図３－６ 利用可能な土地（移動耕作地を除く） 

                                                        
8 「バイオ燃料政策戦略」で述べられたバイオ燃料用土地の指定地域は、現在、ザンベジア州でのみ作成されている。 

 

マニサ圃場候補地 
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図３－７ ジャトロファ栽培のポテンシャル地（移動耕作地除く） 

 

３－３ 他ドナー、NGO等のジャトロファ BDFに係る支援 

「モ」国におけるバイオ燃料事業は、民間企業が主体となって行われており、ドナーは政府の

バイオ燃料政策策定への分析、助言、支援や、農村地域の活性化を目的とした小規模なジャトロ

ファ栽培事業への支援、農業省傘下の CEPAGRIを通したバイオ燃料に関する研究支援がある。 

世界銀行は、2008 年、イタリア協力庁とともに「モ」国におけるバイオ燃料評価への資金援助

を行った。この評価は、後の「バイオ燃料政策戦略」の基礎となる情報を提供しており、「モ」国

におけるバイオ燃料導入の指針として採用されている。しかしながら、バイオ燃料評価報告書の

作成後は、食糧生産との競合問題等のため、バイオ燃料における支援は不活発とのことである。

世界銀行で実施中の関連プロジェクトに、農村地域の学校、病院、行政機関に再生エネルギー（太

陽光、風力、バイオマス等）を供給する「Energy Development and Access Project（EDAP）」がある。

EDAPでは、家庭・中小企業向けの再生可能なエネルギー源の利用促進、村落における直接植物油

（Direct Vegetable Oil：DVO）とバイオディーゼルを用いた多機能エネルギーサービス・プラット

フォーム（Multifunctional Energy Service Platform）の導入が述べられている9。EDAPの実施機関で

あるエネルギー基金（FUNAE）は、小規模で持続的なバイオ燃料の農業プロット（ジャトロファ

等）をつくり、村落における自給自足のバイオ燃料生産の確立に支援することが計画されている。

この多機能プラットフォームでは、標準ディーゼル・エンジンを使い、穀物製粉機、バッテリー

のチャージ、脱穀機、水ポンプ、電灯等のさまざまなエネルギー・サービスを提供する。この多

                                                        
9 The World Bank, Project Appraisal Document on a Proposed Credit in the Amount of SDR 49.7 Million to the Republic of Mozambique 

for an Energy Development and Access Project （ADL-2）（2010） 
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機能プラットフォームは、現在、実施されておらず、インタビューによれば数年後に実施する予

定とのことである。 

オランダ政府は、バイオ燃料への支援を活発に行っている。2008年、CEPAGRIは、オランダ政

府の支援を受け、4.8 百万ユーロの 5 カ年プログラムを開始し、「モ」国におけるバイオ燃料のバ

リューチェーンプログラムを支援している。また、オランダ系 NGOである FACT財団は、同じく

オランダ系 NGO で「モ」国で活動している ADPP と提携し、北部カーボデルガード州及び中部

マニカ州で小規模ジャトロファ事業を実施している。小規模ジャトロファ事業を実施する一方で、

ジャトロファに関する研究も同時に行っており、農学的側面、害虫、種前処理、経済性、炭素と

エネルギーバランス、ディーゼルエンジン改良、純ジャトロファ油を使用したディーゼルエンジ

ンの影響等についての調査が行われている。 

アメリカ系 NGOである TechnoServeは、「モ」国のココナッツ企業と提携してバイオディーゼル

の加工モデルをパイロットベースで実施している。 

また、EUがバイオマスに関する戦略策定への支援を行っている。 

 

３－４ 「モ」国におけるジャトロファ BDFに係る事業と研究 

「モ」国におけるジャトロファ栽培は、2005 年からゲブーサ大統領のイニシアティブで開始さ

れた。2005年の燃料価格高騰を受け、全国 128郡のすべてにおいて 2～4haの土地でジャトロファ

を栽培することが義務づけられた。この小規模栽培の結果、ジャトロファの乾燥地での収量は低

いことが判明したとされる。そのため、多くの商業ベースのジャトロファ事業は乾燥地ではなく、

比較的土壌・気象条件が良い中部などで実施されている。「モ」国における大規模ジャトロファ事

業を表３－４に示す。ジャトロファを栽培している大規模事業は、現在、「モ」国で 12 事業が確

認されているが、多くの事業はパイロットの段階である。政府主導のジャトロファ栽培や大規模

ジャトロファ事業が開始されるなか、ジャトロファに関する研究は出遅れており、多くの事業が

試験栽培や研究開発を並行しながら事業を行っている。 

 

表３－４ 「モ」国のジャトロファ事業 

 事業名 場所 事業者 投資額 面積 現状 

1 Moçamgalp Manica Petromoc が

50％、Galp（ポ

ルトガル系）が

50％シェア 

19百万

ドル 

11,200ha

（Phase 1）

400ha を栽培済み。ザ

ンベジア州 Lugela で

10,800haの DUATを申

請中。 

2 Sun Biofuels Chimoio, 

Manica 

Sunbiofuels

（UK） 

 5,000ha 2,000haを栽培済み。 

3 Eco Agro Pessene, Maputo Petromoc が

26％、Moncada

が 70％、3T が

4％のシェア 

 5,000ha

（Phase1）

DUAT 申請中。開墾を

準備中。 

4 Niqel Grudja, 

Sofala-Buzi 

  10,000ha

（Phase1）

30,000ha

（total） 

1,000ha を栽培済み。

Petromocと販売合意を

交渉中。 
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5 Galp Buzi Sofala-Buzi Petromoc が

50％、Galp が

50％シェアを

もつ企業 

 11,200ha

（Phase1）

400ha を栽培済み。

10,800haの DUAT申請

中。 

6 Enerterra Cheringoma, 

Sofala 

  18,920ha 18haを栽培済み。 

7 Deulco Cheringoma, 

Sofala/ Maniça, 

Maputo 

イタリア系企

業 

 1,220ha 300haを栽培済み。 

8 Energem Bilene, Gaza 南アフリカ・イ

ギリス系企業 

 20,000ha 900ha を栽培済み。2.2

～2.3kl/haを目標 

9 Elion Africa Dondo, Sofala   1,000ha  

10 Nyelete 

Mondlane 

Chigubo   1,000ha  

11 Aviam Lda Nacala Velha   10,000ha  

12 Luambala 

Jatropha 

Majune-Malanga   8,789ha  

出典：CEPAGRI, Petromoc 

 

現地でのヒアリングでは、マニカ州チモイオでジャトロファ栽培を行っている Sun Biofuelsの事

業が有望との情報があったため、現地調査では、Sun Biofuelsを訪問した。主なヒアリング結果は

以下のとおり。 

①ジャトロファ事業の現状： 

標高 600mのマニカ州チモイオの旧タバコプランテーションの土地で栽培しており、年間降

雨量は 1,100mm。2009年 1月に最初の植付けを開始し、2010年 4月から収穫を開始している。

発芽率は 95％以上で、現在のジャトロファ木は 2.5mまで成長。2012年に最適収量となる。5

年以内に 3t/ha（dry seed）の収穫を上げることを目標としている。3t/haの収穫があれば、経済

的に利益が出ると計算されている。栽培方法においては、施肥（plant fertilization）を達成し

つつある。既にジャトロファを圧搾する機械で油を抽出した。エネルギー省で抽出した油の

質を検証している。ジャトロファから油を抽出するのに、圧搾機とフィルターを使用した。

機械の能力は 3t/日である。現在のところ、残渣は保存しているのみ。 

②ジャトロファ研究： 

ジャトロファに関する文献はあるが、まだ事業レベルでの知識が形成されていない。Sun 

Biofuelsもさまざまな試験を行っており、剪定、施肥等を行い、知識を習得している過程であ

る。また、「モ」国、タンザニア、マラウィ、エチオピアから品種を収集し、研究している。

マニカに育種家がおり、研究を開始したばかりである。収穫、施肥と剪定のパフォーマンス

を研究している。研究に関する部署があり、Dr. Jiregna Gindabaが責任者である。研究では、

UEM農林工学部と提携しており、Sitoe教授と Inacio教授が責任者である。研究では、マニカ

州の圃場を使用している。また、IIAMの実験室を利用している。 

③持続性基準： 

Jatropha Alliance は国際的なジャトロファ企業連合であり、多くの企業が参加している。

Jatropha Allianceは、ジャトロファ事業の持続性基準を形成しており、Sun Biofuelの事業も持
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続性基準に関する文書を作成している。持続性基準は、国際的な持続性基準である Roundtable 

on Sustainable Biofuels（RSB）を用いて評価される。 

④政府からの支援： 

ジャトロファは食用作物ではないため、食用作物ではないタバコのプランテーション跡地

をジャトロファ栽培の土地として利用している。この土地の DUAT 取得においては、政府か

らの支援を得た。Sun Biofuelsには、1,200名の労働者がおり、労働者への社会的責務として、

衛生・保健施設の建設、学校や飲料水設備の整備などのインフラ整備と、メイズ、大豆、豆、

ヒマワリ（食用油）等の食糧作物を生産している。これらインフラを整備するために必要な

手続きにおいて、政府からの支援を得ている。現在のところ、BDF 価格に関する政府の支援

を要請していない。3t/ha の目標が達成されれば、経営が成り立つが、もしこの目標が達成さ

れない場合、政府と協議を行う可能性がある。 

⑤課題： 

知識が最大の課題である。3t/haを達成できるジャトロファの栽培と BDF生産モデルを達成

できるよう試みており、これが実現すれば、良い経営ができると思う。ジャトロファ栽培は、

標高、気温、雨量、害虫などを考慮して行う必要があり、ジャトロファ研究において、政府

の支援が必要である。 

 

日本プラント協会が実施した調査によると、南部ガザ州ビレーネでジャトロファ栽培を実施し

ている Energem（南アフリカ系企業）の事業では、施肥、害虫対策、品種、栽植密度、育種に関す

る研究を行っている。Sun Biofuels と同じく、Energem も UEM 農林工学部と提携してジャトロフ

ァ栽培に関する研究を行っていた（第５章の５－１－２節を参照）。UEM 農林工学部との提携の

ほか、オランダのワゲニンゲン大学との共同研究や提携も他のジャトロファ事業で取り入れられ

ている。 

一方で、小規模ジャトロファ栽培事業が、政府の支援や NGO及び他ドナーの支援で開始されて

いる。TechnoServe、ICRAF（国際アグロフォレストリー研究センター）、IIAMが 2006年 6月に作

成した「Jatropha Plan」によると、マプト州マラクエネの 5haのジャトロファ農園は害虫の被害が

多く生育状態が良くない結果となった。この結果を受け、ジャトロファ研究の課題として、品種

開発、病害虫対策、経営管理手法、収穫後と加工が挙げられている。小規模ジャトロファ栽培で

多く用いられているのが豆などの野菜との混栽であり、エネルギー作物の生産と小農の食糧供給

の両方を満たす手法として注目されている。 

前項で述べた FACT 財団によるジャトロファ研究は、小規模ジャトロファ事業を実施しながら

ジャトロファ研究を行うという他の事業と同じ方法で行われている。カーボデルガード州（雨量

800mm）とマニカ州チモイオ（雨量 1,100mm）での試験栽培の結果、害虫の被害がジャトロファ

栽培の重要な問題であることが判明したため、害虫の被害が少なく雨量が少ないカーボデルガー

ド州に栽培活動の焦点を移したという興味深い記述がなされている。FACT財団が蓄積したジャト

ロファに関する知見は、「Jatropha Handbook」にまとめられている。 
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第４章 事前評価 
 

４－１ 妥当性 

本案件は、以下の理由から妥当性が高いと判断される。 

 

（１）優先度 

・2005年以降の化石燃料価格の上昇と輸入燃料増加による貿易収支の悪化を受け、「モ」国

政府は今後の経済開発の指針となる「政府 5カ年計画（2010～2014年）」において、バイ

オ燃料政策を農業及びエネルギーセクターの優先事項のひとつとして掲げており、バイ

オ燃料生産の促進とバイオ燃料国内市場の設立を目標としている。2009 年に策定された

「エネルギーセクター戦略」においても、バイオ燃料はエネルギー戦略の重要な部分で

あると述べられており、輸入燃料を代替するローカルエネルギー源の基礎としてバイオ

燃料の持続的な生産を奨励している。BDF の原料であるジャトロファ栽培については、

大統領自らが率先して奨励しており、「モ」国のバイオ燃料政策の指針である「バイオ燃

料政策戦略」においては、食糧生産と競合しない BDFの第 1優先作物としてジャトロフ

ァを挙げている。本プロジェクトは、わが国と「モ」国両国の研究者による持続的なバ

イオ燃料生産システムの構築を科学的に検証するものであり、「モ」国政府の経済開発政

策と農業及びエネルギー政策との整合性は高い。 

・「モ」国の国家開発計画に対して、わが国は 2007 年 3 月の第 3 回政策協議において合意

した援助最重点分野「地方開発・経済振興」を中心に支援しており、地方開発のなかで

も農村開発に重点的に支援するとともに、農村地域の産業の活性化を支援している。ま

た、わが国の国際協力重点方針において、再生エネルギーによる温室効果ガスの削減へ

の支援とエネルギーの安定供給のために途上国と総合的かつ戦略的な関係を構築し、途

上国のエネルギー供給のための協力を推進することを重点事項としており、ジャトロフ

ァ栽培による持続的なバイオ燃料の構築を目的とする本プロジェクトは、これに直結す

るものである。 

 

（２）必要性 

・1992 年の内戦終結から「モ」国経済は安定した成長を遂げているものの、近年「モ」国

の貿易収支は悪化しており、GDP比 10％以上の赤字が続いている。特に、化石燃料の輸

入は全輸入の 18％を占め、貿易赤字の主な原因となっている。ディーゼル燃料は、「モ」

国の液体燃料市場の 66％を占めているが、2005年以降急激にディーゼル燃料の需要が伸

びており、2005年から 2009年の 4年間で 31％の需要増加となっている。「モ」国内の液

体燃料の需要増加と原油価格の上昇により、ディーゼル価格は 2005 年 2 月の 14 メティ

カル/ℓから 2010年 8月には 30.98メティカル/ℓと 2倍以上上昇しており、「モ」国内では

急激な燃料価格の上昇を感じている人々が多い状況である。輸入燃料を代替する持続的

なバイオ燃料を「モ」国で生産することは、貿易収支を改善するとともに価格が安定し

ていない化石燃料への依存を軽減することになり、「モ」国が直面する経済社会的ニーズ

に合致している。 

・「モ」国では、マクロ経済成長が好調である一方で、農村地域の貧困の削減や雇用創出は
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相対的に後れをとっており、農村地域の約 8 割以上の人々が自給的な生活を営んでいる

潜在的失業者と考えられている。農村地域でジャトロファを利用したバイオ燃料生産を

行うことは、自給的農業を営んでいる農家への追加的な所得を提供するものであり、農

村地域の活性化に資することが可能である。 

・「モ」国のエネルギー供給においては、バイオマスが全体の 80％を占めており、農村地域

での薪炭需要は依然として大きい。このバイオマスの消費は、森林で計測すると約 30.6

百万 haとなり、「モ」国の森林・その他樹木面積（54.8百万 ha）の約 56％を占めている。

特に、本プロジェクトのジャトロファ試験栽培が予定されているマプト州では、森林面

積の減少が他の州に比べて著しく、年間 1.67％の減少率で森林面積が減少している。ま

た、マプト州マプト市や、マニサの一部では、木材燃料への需要が利用可能な木材スト

ックより大きく、木材燃料の需給バランスが崩れている状況にある。森林減少率が高く

木材需給バランスが崩れているマプト州において、ジャトロファ残渣から固形燃料を生

産し、薪炭への代替エネルギーを供給することは、「モ」国における樹木伐採の減少と農

村地域における安定したエネルギー供給という開発課題に合致するものであり、本プロ

ジェクトの妥当性は高い。 

・「モ」国におけるジャトロファ栽培は科学的な知見が蓄積されておらず、現在実施されて

いる大規模ジャトロファ事業においても、品種の開発や試験栽培を行っている段階であ

り、安定した収量を達成していない状況である。また、多くの商業ベースのジャトロフ

ァ事業が比較的条件の良い地域で実施されており、ジャトロファのポテンシャルが高い

乾燥地での栽培に関する研究は、民間企業で行うのは難しい状況である。「モ」国のジャ

トロファに関する科学的研究は開始されたばかりであり、ジャトロファを利用した BDF

と固形燃料の安全性や BDF精製後の廃水処理については、「モ」国でほとんど研究されて

いないのが現状である。本プロジェクトはジャトロファ栽培の農学的な知見を提供する

とともに、ジャトロファを利用した BDFと固形燃料を「モ」国で安全かつ環境に配慮し

て提供することから、協力の妥当性は高い。 

 

（３）手段としての適切性 

・「モ」国における多くのジャトロファ事業は、ジャトロファ試験栽培を実施しながらジャ

トロファ研究を同時並行で進めており、科学的知見が十分に蓄積されていない中で事業

を行うことはリスクが大きいといえる。本プロジェクトは、ジャトロファ栽培とバイオ

燃料の科学的知見を検証した上で事業化を評価するアプローチをとっており、リスクの

大きいバイオ燃料への協力の方法として適切である。 

・本プロジェクトの C/P である UEM 農林工学部は、「モ」国でジャトロファ栽培に関する

研究を行っている唯一の大学研究機関であり、この分野での基礎的な研究実績がある。

また、共同研究機関である石油公社のペトロモック社はココナッツから BDFを製造した

実績があり、UEMとともに BDFと固形燃料研究の C/Pとして最適である。 

 

（４）対象地域の妥当性 

・試験栽培を行うマプト州マニサは、「モ」国内で森林減少が顕著な地域であり、本プロジ

ェクトの上位目標である樹木伐採の防止に貢献することと整合性がある。また、マニサ
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は雨量 500mm程度の乾燥地域であり、食糧生産との競合が低い乾燥地域でのジャトロフ

ァ栽培技術の確立を目的とする本プロジェクトとの整合性が高く、対象地域として妥当

である。 

 

４－２ 有効性 

 本案件は以下の理由から有効性が認められる。 

 

・プロジェクト目標である、「乾燥地域におけるジャトロファの栽培、活用技術の確立」は、指

標 2 でモニタリングするとして設定されており、ジャトロファを利用した持続的なバイオ燃

料システムの構築は LCA（ライフサイクル評価）の結果を用いて指標 1 と 3 で適切に評価さ

れる。 

・持続的なジャトロファ栽培とバイオ燃料技術を構築する手段として、アウトプット１～５（持

続的なジャトロファ栽培、残渣利用技術、バイオ燃料のリスク評価、収穫技術、BDF 生産技

術）が明確に示されており、アウトプット１～５を総合的に評価するアウトプット６～７（事

業評価・環境評価、拡張性検討）によって、乾燥地域におけるジャトロファ栽培利用技術の

構築による効果的な環境保全と改善というプロジェクト目標が達成されることになるため、

プロジェクト目標の設定は明確である。 

 

 また、有効性が阻害／促進される要因としては、以下の点が考えられる。 

・本プロジェクトの研究は、これまで科学的に実証されていない安全な固形燃料の開発や BDF

精製後の廃水処理等が含まれている。また、乾燥地域でのジャトロファ栽培の経済性やジャ

トロファの樹木伐採の防止へのインパクトは、この分野では知識の蓄積がほとんどない状況

である。これらの革新性の高い技術や研究は、プロジェクト実施の過程で期待される成果や

指標の見直しを行い、柔軟に活動計画を変更・改善するなどの対応をとることが考えられる。 

・本プロジェクトはアウトプットの数が多く、共同研究機関の数も比較的多い。プロジェクト

目標を達成するためには、プロジェクトに参画する研究機関が相互の研究内容や成果を理解

してコミュニケーションを深めることが必要不可欠であり、本プロジェクトを調整する UEM

工学部の能力を強化し、情報の分散化を可能にするコミュニケーション手段が確立されると、

本プロジェクトの有効性は大きく促進されると想定される。 

 

４－３ 効率性 

 本案件は、以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 

 

・本プロジェクトが利用するジャトロファの育種と試験栽培を行う圃場は、ペトロモック社が

所有するマプト州マニサと UEMが所有するマプト州ボアネに位置する圃場であり、新たに土

地利用権（DUAT）を取得する必要がない。パイロット圃場は、研究機関が位置するマプトの

近辺にあり、インフラが比較的整備されているため、圃場整備に必要な費用は、類似プロジ

ェクトと比較しても低い額となる。栽培試験を行う圃場については、数キロの砂地であるア

クセス道路を整地することや現在利用されていない別のアクセス道路を開通させることによ

って、車両の事故防止や圃場へのアクセスを改善することが可能である。 
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・土壌計測を行う実験室と BDFと固形燃料を検証する実験室は、既存の機材を最大限活用して

研究活動を実施することとしており、これに新たな供与機材を追加することによって、より

正確かつ効率な土壌分析・安全性分析・成分分析等を行うことをめざしている。供与機材と

消耗品は、メンテナンスと経済性の観点から、可能な限り現地もしくは隣国の南アフリカで

調達する予定である。 

・アウトプットの数が多く、プロジェクト活動の調整が他の類似プロジェクトに比べて多くな

ることが見込まれているため、長期専門家として業務調整員を確保して円滑にプロジェクト

を行う一方、特定の専門分野の研究については、タイミング良く短期専門家による派遣が計

画されており、プロジェクトの円滑な実施と研究ニーズに応じた効率的な専門家派遣と研究

活動が見込まれる。 

 

 また、効率性の阻害／促進要因としては、以下の点が考えられる。 

・本プロジェクトは、ジャトロファ栽培の試験栽培が含められており、洪水や旱魃などの自然

災害が発生すると、プロジェクトの活動が一時的に中断される可能性がある。また、圃場で

の盗難防止や安定した水資源を確保する必要性から、圃場においてはフェンス等を設置して、

盗難防止と機材の管理を行うことが望ましい。 

 

４－４ インパクト 

 本案件のインパクトは以下のように予測できる。 

 

・本プロジェクトは、「モ」国の乾燥地域でのジャトロファ栽培を科学的知見に基づいて研究す

るものであり、乾燥地域に適するジャトロファ個体の選抜と栽培技術の確立は、「モ」国での

乾燥地域のジャトロファ栽培の事業化に寄与することが期待される。農村地域でのジャトロ

ファ栽培の事業化は、雇用創出効果と地域住民の生活改善に貢献する。 

・安全で効率的な BDFの製造と固形燃料の開発は、「モ」国の BDF及び固形燃料の製造に係る

政策や規制への貢献が見込まれるとともに、本プロジェクトから得られた学術的成果が、論

文や国際セミナー発表を通して、持続的なバイオ燃料モデルの確立に寄与することが期待さ

れる。 

・副産物として安全かつ効率的な固形燃料が生産されることにより、これまで薪炭等の家庭用

燃料して伐採されてきた森林や樹木の伐採を減少させ、土地荒廃の防止に貢献することが期

待される。 

・ジャトロファを利用したバイオ燃料生産システムを構築することで、温室効果ガスの削減が

期待される。さらに、本技術をアフリカ各国へ適用する条件が明確にされることにより、ア

フリカ諸国への本技術の普及が見込まれる。 

・持続的なジャトロファ栽培方法の確立とバイオ燃料の生産システムの構築により、「モ」国研

究機関の研究者の能力構築と研修等を通じた人材育成が見込まれる一方、バイオ燃料の事業

化が実現することによって、わが国のエネルギー安定供給への貢献が期待される。 

 

４－５ 自立発展性 

 本案件の自立発展性の見込みは、以下のように予測できる。 
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（１）政策・制度 

「モ」国の中長期国家開発計画である「政府 5カ年計画（2010～2014年）」において、バイ

オ燃料は農業とエネルギーセクターの優先事項として位置づけられており、輸入化石燃料へ

の依存を減らし代替エネルギーとしてのバイオ燃料の使用を推進することがエネルギー戦略

やバイオ燃料政策戦略において明確に述べられていることから、本プロジェクトが目標とし

ている効果はプロジェクト終了後も持続する可能性が高く、政策面での支援が期待できる。

また、ジャトロファ試験栽培が終了する 2015年に「バイオ燃料政策戦略」で描かれたバイオ

燃料の実施フェーズが開始されることから、プロジェクト終了後の政策的支援が持続する可

能性が高い。 

 

（２）組織・財源 

本プロジェクトの実施機関である UEMは、ジャトロファ栽培とバイオ燃料の研究実績のあ

る研究機関であり、その役割はプロジェクト終了後も持続することが見込まれる。 

農林工学部の人員配置については暫定的に確保されているものの、工学部の人員配置につ

いては確認が取れていないため、各アウトプットの担当研究員の確認と担当者による機材リ

ストの確認を行い、作業の分担とオーナーシップを確保する努力が必要である。UEMの実験

室やペトロモック社の工場スペースを利用して研究活動を行うため、プロジェクト終了後も

既存の機材や設備を利用してプロジェクトを実施することが期待される一方、実施機関の継

続的な研究活動を確保するためには、適切な予算計画を行うことが必要である。 

本プロジェクトでは、UEM農林工学部が使用する圃場でジャトロファ栽培を行うため、プ

ロジェクト終了後も自らジャトロファ栽培研究を継続する可能性が高い。また、既にバイオ

ディーゼル事業を実施しているペトロモック社は、マプト州マニサでのジャトロファ栽培の

研究結果に基づいて事業化をめざしていることから、本プロジェクトで開発される技術を活

用して自ら発展していくことが期待される。 

 

（３）技術力 

UEM工学部の教授と農林工学部の全教員はフルタイムで雇用されており、PhDや修士の学

位を取得している専門性の高い研究職員を備えているため、本プロジェクトで得られる技術

を自ら発展させることが期待される。また、国立大学として、政府機関との連携や政策策定

への助言を行う一方、民間事業と共同で研究を行っていることから、本プロジェクトの研究

結果のバイオ燃料政策への反映や、ジャトロファ事業への技術の普及が期待される。 
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第５章 協力実施にあたっての留意事項 
 

５－１ プロジェクト実施体制 

（１）日本側 

東京大学大学院 農学生命科学研究科を代表とする 1社団法人、3大学及び 2民間企業 

 

（２）「モ」国側 

UEM及びペトロモック社 

 

本プロジェクトに係る「モ」国側の実施・関係機関並びに実施体制（案）を以下の図５－

１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－１ 「モ」国側のプロジェクト実施関係機関（案） 

 

５－１－１ UEM工学部 

 （１）任務 

UEMは、1962年にその基礎となる「モ」国総合研究大学が創設され、1968年には「モ」

国初の大学として、ローレンソマルケ大学の名で設立された。独立後の 1976年に、現在の

名称に改められた。UEMは、教育文化省傘下であるが、自律的な国立大学として財務省か

ら直接的に財源を受けている。工学部には、土木学部、電気工学部、機械工学部、化学部

の 4 学部があり、国内の工学系の技術者や専門家を育成する役割を果たすとともに、同大

学の卒業生の多くは「モ」国の政府機関や民間企業の重要なポストを占めるに至っている。 

UEM工学部は、本プロジェクトの「モ」国側の主たる研究機関として、関係実施機関と

の調整、関係政府機関への報告と調整等を担うことになる。 
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 （２）組織 

工学部長（Director of Faculty）の下に、副学部長が 4名（学部、大学院、調査・公開、管

理）いる。大学院担当副学部長が工学部長とともに各学部を監督し、学部担当副学部長が

工学部長とともに各学科を監督する。工学部長の上には、教授、副学部長、企業や市民社

会から成る工学部理事会（Faculty Council）があり、工学部の重要事項を決定する。また、

工学部長は UEM学長の監督下にある。UEM学長は、UEM理事会と教育文化省の監督下に

ある。現在ある学部は以下のとおり。 

・土木工学部（Department of Civil Engineering） 

・電気工学部（Department of Electronic Engineering） 

・機械工学部（Department of Mechanical Engineering） 

・化学工学部（Department of Chemical Engineering） 

 

本プロジェクトには、工学部の化学工学部と機械工学部が関与する。化学工学部には、

本プロジェクトのプロジェクト・マネジャー（Professor Dr. Carlos Lucas）が在籍しており、

本プロジェクトの主たる任務を担うことになる。また、ルーカス教授は UEM学長の直属下

にも配属されている。化学工学部には、化学学科と環境学科があり、大学院副学部長の監

督下となる。現在の工学部長は研究休暇中であるため、大学院副学部長が工学部長代理と

して従事している。 

図５－２に UEM工学部の組織図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－２ UEM工学部組織図 

 

工学部には、19名の教授がフルタイムで従事しており、助講師の数は 95名である。また、

工学部には 29名の PhD 取得者、20名の修士取得者が従事しており、多くの PhD 取得者は

スウェーデンの大学で学位を取得している。本プロジェクトのプロジェクト・マネジャー
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であるルーカス教授は、KTH Royal Institute of Technologyで博士号を取得している。また、

本プロジェクトの研究員である João Fernando Chidamoio氏は、エネルギー省アドバイザー

として従事しており、Sun Biofuelsが製造したジャトロファ BDFの品質検証等も行っている。 

 

 （３）研究活動 

UEM工学部では、1997年からバイオマス・プログラムが開始されており、ルーカス教授

が中心となって研究活動が実施されている。2008～2009 年に対外研究資金で実施されたバ

イオ燃料に係る研究活動は、以下のとおり。 

・「TecPro Program」（2008年、100,000ドル） 

スウェーデン国際開発協力庁（ Swedish International Development Cooperation 

Agency：SIDA）の研究協力局（Department of Research Cooperation）が資金援助。UEM

工学部とスウェーデンの大学（Lund University、Chalmers University、KTH Royal Institute 

of Technology）が共同で実施した研究プログラム。サトウキビの残渣等を燃焼して効率

的かつ環境に配慮したエネルギー加工技術に関する研究。ルーカス教授が率いる研究

チームが実施。 

・「Mixture of Fuels Locally Produced」（2009年、28,000ドル） 

CEPAGRIの研究資金。Dr. João Venancioが率いるバイオ燃料研究。 

・「Communitarian Cooperative for Biodiesel Production」（2009年、27,000ドル） 

CEPAGRIの研究資金。地方農業共同体によるオフグリッド地域のバイオディーゼル

事業に関するベースライン調査。 

 

UEM 工学部 Tsamba 教授と科学部 Skipts 教授が共同で実施しているバイオ燃料に係る研

究は以下のとおり。 

・「カシューナッツの樹皮からバイオ油の生産（Producão de cnsl（bio-oil）a partir da casca 

de castanha de cájú）」 

・バイオガス・エネルギーと環境に関する研究： 

スペイン大学と共同で行い、残渣、動物、鳥堆肥等からバイオガスを生成する研究

を実施。 

・「気候変動と環境工学（Climate Change and Environmental Engineering）」： 

2011年からスウェーデンの援助機関（SIDA）と共同研究を開始する予定。 

 

その他、工学部教授と学部生が実施した「ココナッツの内果皮から化学的に生成した木

炭の生産（Produção do Carvão Activado Quimicamente a partir do Endocarpo de Coco）」と題す

る研究もある。 

 

工学部化学部実験室には、以下のとおり、熱分析等を計測する機材等が整備されている。 

・STA：Simultaneous Thermal Analysis（同時熱分析装置） 

・Prouteus（腐食減量等の分析装置） 

・FTIR（ガス分析装置） 
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５－１－２ UEM農林工学部 

 （１）任務と組織 

UEM 農林工学部は、1963 年に農工学部として創設された。独立後の 1979 年に森林工学

の学位コースを開始したことから、農林工学部と改称された。「モ」国における農林工学系

の大学としてはトップクラスにランクされる高等教育機関であり、アメリカ、イタリア、

オランダ、タンザニア等の海外の大学との連携協力にも力を入れている。本プロジェクト

では、農林工学部がジャトロファ栽培技術と収穫技術に係る研究を担うことになる。 

農林工学部の組織図を図５－３に示す。現在、農林工学部には、以下の 5 学部と 2 研究

センターがある。 

・植物生産部（Department of Plant Production） 

・植物保護部（Department of Plant Protection） 

・森林工学部（Department of Forestry Engineering） 

・経済農業開発部（Department of Economics and Agricultural Development） 

・農村工学部（Department of Rural Engineering） 

・マチパンダ農林学センター（Agro-Forestry Centre of Machipanda） 

・農業資源管理センター（Centre of Agriculture and Resource Management） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－３ UEM農林工学部の組織図 

 

本プロジェクトに参加する研究者は、植物生産部（Dr. Inacio Maposse）、森林工学部（Dr. 

Almeida Sitoe）、マチパンダ農林学センター（Dr. Luisa Santos）に所属している。工学部と

同じく、学部長の下に 4副学部長がおり、学部長は学部理事会と UEM学長の監督下にある。 

UEM 農林工学部の教員数を表５－１に示す。農林工学部の教員数は 69 名であり、すべ

ての教員がフルタイムで従事している。2008 年現在の統計では、農林工学部教員のうち、

PhD取得者は 22名、修士取得者は 26名である。農林工学部の総職員数は 207名であるが、

総職員数を 416名まで増員する計画がある（表５－２）。教授の数も現在の 20名から 59名

に増員し、研究員の数を 14名から 36名と大幅に増員する計画がある。 
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表５－１ UEM農林工学部教員構成 

 植物生産部 森林工学部 農村工学部 計 

准教授 1 3 0 4 

助教授 10 3 3 16 

講師 9 9 8 26 

助講師 9 2 1 12 

研究補助員 4 7 0 11 

計 33 24 12 69 

 

表５－２ UEM農林工学部全職員の構成 

 ポジション 計画 現状 空席（計画） 計 

教員 

教授 59 20 39 59

アシスタント 56 41 15 56

研究員 36 14 22 36

事務職員 

特別職 "C" 1 1 0 1

上級公務事務員 N1 1 1 0 1

上級公務事務員 N2 1 1 0 1

専門公務事務員 5 4 1 5

事務職員 26 11 15 26

補助職員 21 11 10 21

経理職員 3 2 1 3

事務補助員 1 1 0 1

秘書 10 1 9 10

情報管理 

システム分析 1 1 0 1

上級情報技師 2 1 1 2

プログラマー 2 1 1 2

システムオペレーター 4 0 4 4

一般補助職 

生産担当 1 0 1 1

運転手 21 11 10 21

用務員 3 1 2 3

配達員 2 1 1 2

大工 4 1 3 4

給士 4 1 3 4

奉仕者 20 10 10 20

サービス員 13 11 2 13

ガードマン 48 28 20 48

電気整備士 1 1 0 1

庭師 4 3 1 4
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公文書・資料 

助手 24 17 7 24

司書 1 0 1 1

補助員 13 2 11 13

一般技師 農業技師 21 6 15 21

調達技師 1 0 1 1

圃場労働者 6 3 3 6

計 416 207 209 416

 

 （２）研究活動 

農林工学部は、海外の大学や民間企業との共同研究を積極的に実施している。農林工学

部とジャトロファに関する共同研究を実施している機関には、ワゲニンゲン大学（オラン

ダ）、クワズールー・ナタール大学（南アフリカ）、CEPAGRI、Energem（南アフリカ系企業）、

Tecneira de Mozambique（民間企業）、Galp Mozambique（ポルトガル系企業）などがある。

ジャトロファ共同研究の資金は主に対外資金で賄っており、農林工学部がジャトロファ研

究として支出しているプロジェクトはなく、学生の学位論文向け研究資金（約 140 ドル）

で調査するという厳しい財政事情がある。ジャトロファに係る主な研究は以下のとおり。 

・ワゲニンゲン大学： 

ガザ州でジャトロファ事業を実施している Energem とジャトロファ栽培方法に関す

る研究を実施。研究論文名は「Potential Changes in Mozambican Farming Systems due to 

Jatropha Introduction for Biodiesel」。また、マニカ州で農業経営方法等に関する研究をワ

ゲニンゲン大学修士学生が調査している。 

・ジャトロファ害虫に関する研究： 

Dr. Luisa Santosが「モ」国全土でジャトロファの主な害虫を確認したという実績が

ある。ポルトガル系企業である Galp Mozambique と共同でマニカ州におけるジャトロ

ファ研究（特に害虫）を実施しており、害虫を防止する化学的処置を調査している。 

・学生による調査： 

マプト州マチュチュイネでジャトロファを栽培しているTecneira de Mozambiqueと共

同でジャトロファの初期植生成長に関する研究を実施。また、ガザ州でも民間企業と

共同でジャトロファ初期植生成長に関する研究実績あり。 

・CEPAGRIとのジャトロファに係る共同研究： 

ジャトロファに関する研究のほか、バイオエタノールの原料となるスイートソルガ

ムに関する研究実績があり、ワゲニンゲン大学と共同でスイートソルガムの穀物生産

とバイオ燃料の原料となる茎部分の生産に関する研究を行っている。 

 

農林工学部のジャトロファ研究に係る関心事項は、以下のとおり。 

１）ジャトロファの生産性： 

ジャトロファ果実生産と油分について、①農生態学的な要因、②土壌の性質、③農

法システム、④作物管理と配置、⑤ジャトロファ種技術、⑥植物の繁殖、の各要因に

関する情報収集をする。 



 

－32－ 

２）ジャトロファと他の作物との混栽： 

ジャトロファと他の作物との混栽について、①混栽と単一作物の下での生産性、②

農法システム、③害虫と病害、の各要因に関する情報収集をする。 

３）ジャトロファ栽培の社会、経済、文化的側面： 

ジャトロファ栽培の社会、経済、文化的影響に関する情報収集を以下の要因に基づ

いて調査する。 

①生産スキームと市場チェーン 

②土地問題（コミュニティのアクセス権） 

③食糧安全保障と栄養 

④バイオ燃料による薪炭の代替 

４）ジャトロファ栽培の環境影響： 

特に、①土地利用とランドカバーの変化、②薪と薪炭の利用可能性、③生物多様性

保護、④炭素隔離と GHG（温室効果ガス）排出量、⑤土壌栄養ダイナミック。 

 

 （３）圃場と実験室 

農林工学部は、マプト州ボアネの農業学校が所有する圃場を共同で使用しており、その

うち 10ha の圃場を UEM 農林工学部が使用している。ボアネ農業学校は、この圃場の近辺

にも 150haの未利用土地を所有しており、UEM農林工学部と共同で使用することが可能と

のことである。また、農業省傘下の CEPAGRI と提携して、マニカ州で 40ha の圃場を所有

している。農林工学部が使用しているマプト州ボアネの圃場は、本プロジェクトの試験圃

場として使用することが計画されている。ボアネの圃場を農林工学部と視察した結果の概

要は以下のとおり。 

・アクセス道路：国道沿いにあるため、アクセス良好。 

・圃場の概要：圃場は 2 カ所あり。2000 年の洪水で水ポンプを汲み上げる発電機が故障

したため、これまで両方の圃場は使用されなかったが、2010 年 7 月から水ポンプのリ

ハビリと用水建設を開始し、現在、圃場 1 では半分以上の土地で農業用水を引いてい

る。圃場 1 は 25ha であるが、農林工学部が本プロジェクトで使用できる土地は 5ha。

圃場 1には、現在、トウモロコシ等の穀物や野菜が植えられている 

・気象と土壌条件：圃場の雨量は約 800mm/年。標高は 200m以下。土壌は柔らかく、良

好な様子。 

・圃場の労働者：現在 10人＋UEM学生。 

・圃場を所有するボアネ農業学校長によると、ジャトロファの栽培としては、この圃場 1

よりも別の圃場 2 で行う方が望ましい。圃場 1 は、農業用水が整備されているため、

乾燥地域で生育するジャトロファには適さないのではないか、との意見。 

・調査団及び UEM農林工学部も、圃場の規模が小さいという意見であるため、別の圃場

2を視察。 

・圃場 2 の概要：植民地時代に農場として使用されていた土地。1983 年に農業用水を建

設したが、2000 年の洪水で破壊された。用水路は、現在使用されていないが、水ポン

プが使用できるようになったため、水を流せば用水路の途中までは水が来る。圃場の

規模は約 150ha。圃場には、Power Stationがあるが、発電機は既に作動していない。修
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理の必要あり。 

・視察後の協議：育種用の土地を圃場 1 で使用し、ジャトロファ栽培には圃場 2 を使用

する案を検討。圃場 2の Power Stationをリハビリする必要があり、これは地域の社会

的貢献としても資する。圃場 2 でジャトロファを栽培する場合、盗難を防ぐためのフ

ェンスが必要。ボアネ農業学校はトラクターを所有していないため、トラクター等を

購入する必要あり。機材リストを合田氏が作成し、機材の見積もりは農林工学部が支

援する。用水路の清掃と盛土の除去が必要。 

 

農林工学部には土壌分析を行う実験室があるため、視察を行った。視察結果の概要は以

下のとおり。 

・窒素やミネラルを分析する機材等を確認。 

・Atomic Absorption Spectrometer等の機材は故障。 

・Photometerも新たに購入する必要あり。 

農業省傘下の IIAMにも土壌分析を行う実験室がある。土壌スキャン装置の赤外線分光計

（BRUKER 社の MPA）などが配置されており、土壌分析装置としては IIAM の方が整備さ

れている。 

 

 ５－１－３ ペトロモック社 

ペトロモック社は、政府 80％、民間 20％の資本の石油公社である。民間コンサルタント会社

（KPMG）が発表している「Top 100 Company in Mozambique 2009」によると、ペトロモック社

は、モザール、「モ」国携帯電話に続く、「モ」国では第 3 の収益を得ているが、利益率（純利

益/収益）が 1％であるため、更なる経営改善が必要と思われる（表５－３）。ペトロモック社に

続く石油会社は、BP Mozambique（「モ」国で第 5の収益を得ている会社）であり、ペトロモッ

ク社と BPを合わせると、全国のガソリンスタンド約 250カ所のうちの 139カ所を占める。ペト

ロモック社は、2009 年 292,145m3の石油を供給しており、石油売上の約 37.7％のシェアを占め

る。このうち、2009 年のディーゼル市場供給量は、131,129m3であり、市場の 37％を供給して

いる。総従業員数は、674名（2007年）。 

 

表５－３ ペトロモック社と BP社の 2008年度の財務概観 

 収益 

（1,000Mt） 

純利益 

（1,000Mt） 

短期負債 

（1,000Mt） 

営業費用 

（1,000Mt） 
利益率（％）

ペトロモック 7,064,480 69,700 3,566,890 6,309,650 1 

BP 4,752,000 299,000 1,055,000 4,308,000 6 

出典：KPMG Top 100 Companies in Mozambique 2008 

 

図５－４にペトロモック社の組織図を示す。プロジェクト部の下に代替燃料部があり、バイ

オ燃料の部署も設立されている。本プロジェクトは、ペトロモック社のプロジェクト開発室が

窓口となっている。 
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出典：Company Profile, ペトロモック社 

図５－４ ペトロモック社の組織図 

 

ペトロモック社は、バイオ燃料に対する取り組みを開始しており、他のパートナーと共同出

資して ECOMOZ社（Renewable Alternative Energies Ltd）を設立し、ココナッツを原料とした約

1,000kℓの BDFを製造している。ECOMOZ社は、2007年 8月、マプト近郊のマトラのペトロモ

ック社の貯蔵所に 40kℓ/日の生産容量をもつプラントを建設し、操業を開始した。ジャトロファ

事業については、7プロジェクトに関与しており、共同出資（Moçamgalp、Eco Agro、Galp Buzi）

や事業者とのオフテーク合意（Sun Biofuels等）という形で関与している。Niqelと Enerterraと

は、現在、オフテーク合意を交渉中。既にバイオディーゼル製造方法や廃水処理に関する調査

を行っている。 

本プロジェクトで期待される研究内容は、①手作業による収穫と機械による収穫を比較研究

し最適な方法を提案すること、②生産性と収益確保の手段の提示、③バイオ燃料の安全性評価、

が指摘されている。本プロジェクトへの予算は特に組んでいないが、実験室の水道や電気を問

題なく提供することが確保されている。 

ペトロモック社で提供される圃場については、マプト州マニサの土地 5,000haが計画されてい

る。そのうち試験栽培に必要な 100haについては、DUATの申請手続きを行っており、現在州政

府からの許可を待っている状況である。ペトロモック社は、ジャトロファ試験栽培後の事業化

に関心が高く、BDF を日本に輸出したい旨を表明している。マニサ郡の圃場視察を行った結果

概要は以下のとおり。 

・圃場の概況： 

圃場には、20～30 世帯が居住している。昔は樹木が多かったが、薪等の使用により、樹

木が減少。圃場には、薪炭を生産している状況が視察された。圃場には、地雷なし。ペト

ロモック社によると、圃場候補地は労働力確保という点で、人々が比較的多く住んでいる

地域が望ましい。現在は雨期に入ったため、草が生い茂っているが、土壌は砂地である。 
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・アクセス道路： 

マニサから圃場までは約 18km。途中、砂地で通過が困難な箇所あり。毎日通う道路であ

るため、砂地が多い箇所（2～3km程度）は、整備する必要あり。今回利用した圃場までの

アクセス道路以外に、よりアクセスの良い道路があり、マニサから 20分で到着できる。こ

の道路は、現在、閉鎖されているため、道路を開通させる必要あり。今回利用した道路は、

近くのイタリア系ジャトロファ栽培企業（Deulco）も利用している。既に 250人を雇用し、

ジャトロファ栽培を開始している。マニサには鉄道の線路もある。 

・水資源： 

ペトロモック社によると、圃場の近くにインコマチ川がある。また、地下水脈があり、

1m掘れば、水が出て来る。地下水は、圃場での野菜の栽培に利用している。 

・ジャトロファ栽培： 

ペトロモック社が近隣農家にジャトロファの苗を提供し、試験栽培を行っている。この

ジャトロファは砂地に植えられており、ジャトロファの実や種子もできていた。種子は直

径約 2cmで、ジンバブエからの品種。「モ」国の品種では種子が小さいとのこと。ジャトロ

ファを栽培する上で、害虫等の問題はなかったという。ペトロモック社は、ジャトロファ

の育種を近くのマラクエネで行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

近隣農家のジャトロファ果実 圃場の現状 

 

５－２ 事業実施にあたっての留意事項 

（１）研究内容 

本プロジェクトは研究内容が多岐にわたるため、6つの中課題を設定している。各中課題の

設定及び研究内容については、「モ」国側リーダー、及び農学系、工学系の研究者からは特段

の異論が出ず、ほぼ合意できたと考えている。しかし、理学系の研究者には直接の説明を行

っていないので、「モ」国の研究者間での早めの打ち合わせを要請する。 

IIAM 及び UEM 農学部の研究者より、研究の方向として大規模プランテーションを想定す

るのか、小規模分散型の栽培を想定するのかという質問が出された。また今回ペトロモック

社が正式な研究メンバーとなったことで、収益重視型の大規模栽培への期待が予想される。

本研究では地域住民の生活向上と環境保全の観点から、小規模栽培の集合体を構成して一定

量の生産を行い、変換・流通過程のスケール効果を確保することを考えている。しかしこの

点はコンセプトをより明確にする必要がある。 
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タスクの名称及び内容説明の一部に分かりにくい表記があったので、帰国後に日本側の研

究担当者と協議の上、修正する。 

 

（２）C/P 

UEM の研究者により、「モ」国側の研究における、各中課題の C/P 及び各タスクの担当者

が選任された。一部調整を要する課題もあるが、大きい問題は出ていない。選任の過程で研

究の囲い込み等の不適当な意図は感じられず、適切な配置が行われたと判断している。今後

各中課題において、日本側担当者と「モ」国側 C/P の間で、研究内容の詳細を協議するよう

にしたい。 

 

（３）経費計画 

「モ」国側の研究における予算調整を行う必要がある。これまでに予算の大枠を「モ」国

側リーダーに提示し、一応の合意は得られているものの、十分な理解が得られたとは判断し

ていない。本調査で、「モ」国側が供与を希望する研究機材のリストがようやく提示された。

各機材の「モ」国での購入価格が不明であるため、詳細な計算はできないが、機材価格の合

計は予算額を大幅に上回っている。「モ」国側リーダーに、購入価格の調査と機材の優先順位

設定を依頼したが、研究課題が複数の研究分野にわたっており、関係する研究者の数が多い

ため、調整が難航することも考えられる。研究を効率的に推進させ、なおかつ不公平感を伴

わない機材選定を行う必要があると認識している。 

 

（４）栽培技術 

栽培技術に係る機関として、IIAM、UEM 農学部、農業省普及局（National Directorate of 

Agrarian Services）と協議を行ったほか、マニカ州に 2,000haのジャトロファを植えている Sun 

Biofuelsのマプト事務所を訪問した。 

 

IIAM及び農業省からは、石油価格が上昇したため、大統領の主導で一時期各郡に 4haずつ

の栽培を奨励したが、種子の買い手がいなかったり、生産物を利用するための加工機材がな

かったり、予測したほど収量がなかったりといったことから、農民がジャトロファに対して

あまり良いイメージをもっていないことや、キャッサバへの病害虫の転移に対する懸念を伝

えられた。また、IIAM が作成したジャトロファの栽培適地についての GIS 地図については、

自然条件を考慮して作成しているが、それらの土地にジャトロファを植えてよいということ

ではないとの説明を受けた。また、大規模事業者は、良い土地を求める傾向があり、大規模

事業を行うことによる食糧生産との競合について警戒感を抱いている様子がうかがえた。 

他方、それらの問題の解決には、品種の確立や農村で使うための小型の製造装置の開発な

どの基礎的な研究が必要であること、半乾燥地域でのジャトロファの利・活用が確立される

ことは、民間ではできない有意義な研究であること、当初ジャトロファに期待していた未利

用荒廃地の有効活用につながるものであることなどから期待をもっていただいた。IIAMから

は研究に参加したい意向を、農業省からは研究のためのサポートを行うことを明言していた

だいた。 
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Sun Biofuel社は、イギリスの本社を置いており、マニカ州に 5,000haの DUATを有し、2,000ha

にジャトロファを植栽済みである。栽培技術の観点では、育種にまでは至っていない。栽培

は、「モ」国、タンザニア、マラウィ、エチオピアのものを使っている。計測方法を確認しな

かったが、生産量・施肥効果・剪定効果をみているとのこと。知見の蓄積が最も必要である

と考えており、課題は、病害虫・気温・雨量など、多岐にわたるとのこと。 

 

UEM農林工学部においては、これまでいくつかの研究成果を出しているが、自らの栽培経

験をもっておらず、主として民間企業の栽培における経験に基づいて研究を行っている。共

同研究先の民間企業である Energem とは連絡が取れなくなっているなど、現状は研究の継続

性に問題があると認識している。研究ターゲットとしては、小規模農家・大規模栽培の両方

を視野に入れた研究が必要で、確立されるモデルとしては両者が組み合わされたものが必要

と考えている。研究には学生も参加させたいと思っている。学生に対し給与が出ないことは

問題ではないが、移動や現場での食事などはプロジェクトからの費用負担が必要と考えてい

る。必要機材リスト・PDM・Task-table については、速やかに学内及び IIAM などの研究機関

と協議の上、考えを示すとのこと。栽培技術については、土壌・肥料・病害虫防除などそれ

ぞれに専門家がいるため、責任者の決定以外に、各役割をより詳細にした上で、必要な人員

の割当が必要との認識を共有した。 

 

なお、IIAM、UEMの双方から、南部に限らず「モ」国全土での栽培試験を行うことが望ま

しい、との意見があった。 

 

（５）国内研究支援 

本件は、採択段階で、「食用作物栽培と競合せず、荒廃地でも長期間育成可能な植物原料（ジ

ャトロファ）から固形燃料やバイオディーゼル燃料を抽出するとともに、ジャトロファの毒

性評価や将来の CDM 事業化の可能性などを検討するという興味深い提案内容がある」「将来

的には現地での地域住民の生活改善や新産業の創出をめざす提案として期待される」として

高く評価された。 

その一方で、「技術移転の色合いが濃く共同研究的要素が少ないため、共同研究としての研

究成果目標を明確にする必要がある」「将来は CDM 事業化が有望と記述されているがその展

望はまだ不明確である。したがって、CO2の排出量削減等の効果や資源としてのポテンシャル

を具体的に明らかにする必要がある」という課題も指摘されている。 

本調査団の出発前は、日－モの研究者間の情報交換、意思疎通が十分とはいえない面があ

り、本調査団での短期間での協議が難航することが懸念された。しかしながら、今回、PDM、

分担などについての「モ」国側（主として UEM）との協議の結果、基本的には日本側で採択

された研究計画に変更を加えることがないことが確認できた。また、「モ」国側の研究機関や

関係省庁は本共同研究に対する理解と参加意欲が高いことも確認できた。 

特に相手側研究代表者のルーカス教授（工学部教授兼大学本部連携部長）とは十分に情報・

意見交換ができた。ルーカス教授は本共同研究に対して強い意欲と責任感をもっており、UEM

の組織としての参画も期待できる。 

芋生研究代表には、事前準備の段階から、「モ」国訪問時の相手側への説明及び協議に至る
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まで、熱心かつ真摯にご対応いただいた。また、今回同行された日本植物燃料株式会社の合

田代表取締役をはじめとする日本側の研究参加者の方々も、担当研究項目についての計画書

案や予算案の作成など、本共同研究の円滑な立ち上げ及び実施に向けて、意欲的に取り組ん

でおられる。 

一方で、地理的な面や、諸般の事情により本詳細計画策定調査の実施が遅れたこともあり、

日－モ間研究者の連携体制についてはまだ準備段階レベルであり、R/D の締結期限（来年 3

月末）までにさほど時間がないことにかんがみて、両国の研究チーム全体及び研究グループ

ごとの具体的な研究内容、達成目標などについての協議を密に行っていただくことを期待し

たい。JSTとしても引き続き支援・助言を行っていきたい（日本側研究者の「モ」国への渡航、

「モ」国側研究者の訪日などへの旅費支給等に JST予算の活用が可能）。 

JICA本部及び JICAモザンビーク事務所へは、R/Dの締結を極力早急に結んでいただくよう

引き続きご尽力をお願いしたい。また、R/D締結前に両国の研究者が「モ」国への渡航／訪日

を行う際には、可能な範囲でご支援をお願いしたい。 

 

５－３ 団長所感 

ジャトロファを生産し、燃料として活用する取り組みは、既に多くの国、地域で取り組まれて

いるものの、試験的、試行的な取り組みが中心であり、広範かつ持続的な産業として成立してい

る例はみられない。「モ」国においても 2005 年以降、バイオエネルギー戦略の策定、全農村への

試行的な導入、栽培適地図の作成などに取り組んでおり、また民間主導のプロジェクトも多く立

ち上げられているものの、これらが自立的な産業として農村部に定着する見通しはいまだ高いと

はいえない。ジャトロファの生産・利用に係る主要な課題として挙げられるのは「経済性」、「人・

環境への安全性」、「食糧生産との競合」の 3点と考えられる。本研究プロジェクトは、「生産性向

上、安全性確保に貢献し得る技術開発」及び「システム全体を環境・経済・安全性の観点から定

量的に評価」することで、上記 3 つの課題に対応するための「モ」国政府の能力向上が期待でき

るものである。特に経済性が必ずしも高くないバイオエネルギーの振興においては政策的な支援

が必須となるが、この際、本研究を通じ、環境への貢献や雇用確保などの効果を定量的に評価で

きるデータを提供することができれば、「モ」国政府にとって極めて重要な政策判断のためのツー

ルになると思われる。 

「モ」国側の研究代表となるルーカス教授は広範な分野を含む本プロジェクトの全体像に関す

る十分な理解と強い意欲をもち、本プロジェクトにおいて中心的な役割を果たすことが期待され

る。他方、今回は時間の関係もあり、個別の研究活動を実施する組織・担当者と議論する機会が

必ずしも十分に取れていない分野もあり、この点については帰国後、日本側、「モ」国側それぞれ

の研究担当者同士で議論を進め、具体的な活動計画策定、導入機材に係る優先度の決定などに取

り組む必要がある。 
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